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DCF（Design rule for Camera File system）規格は、デジタルスチルカメラ（DSC）やパーソナルコ
ンピューター、プリンター等の機器間で、画像の相互利用を実現するためのファイルシステム規格
であり、ファイル名の付け方やフォルダの構成を規定している。また、Exif（Exchangeable Image File 
Format）規格は、ファイルの中の画像データとカメラ情報といったデータ本体を規定している。
Exif/DCF は、規格の対象となる階層が異なる Exif 規格と DCF 規格の両方の機能を有する規格で
あり、民生用 DSC の世界標準フォーマットとなっている。 
 
② 標準化活動の体制と各主体の役割 
当該事例の標準化活動は、国内の Exif/DCF 規格の発行と ISO における標準化活動の二つに
分けられる。国内規格の発行では、企業や業界団体（（社）電子情報技術産業協会（JEITA）及び
（社）カメラ映像機器工業会（CIPA））が主体的に関わっている。 
ISO における標準化活動は、ISO の TC（専門委員会）42（写真）/WG（作業部会）18（電子スチ
ル画像）で行われている。国内では、（社）日本電子工業振興協会が TC42/WG18 の国内審議を
行う DSC 作業部会の事務局を担っていたが、（社）日本電子機械工業会との合併に伴い、国内審























































光触媒の ISO 化は、TC206（ファインセラミックス）で審議され、空気浄化性能試験方法は JIS 
（日本工業規格）をもとにした規格提案が審議され ISO 化された。現在は、JIS 化された紫外光応答









省が支援する標準化重点分野に選ばれ、2003 年度～2006 年度の 4 年間に渡り、基準認証研究
開発事業「光触媒試験方法の標準化」として予算が与えられた。この事業により、JIS 原案の作成















ノテクノロジーの国際標準化の議論が始まった。2005 年 5 月に ISO の中に TC229（ナノテクノロジ
ー関係の技術委員会）が発足し、同年 11 月には、WG1（用語・命名法）、WG2（計量計測・特性評





ISO/TC229 の国際標準化活動に対応する国内審議委員会は、2005 年 8 月に（独）産業技術総
合研究所（AIST）に設置された。TC229 の WG の構成を反映する形で分科会が設置されており、
事務局は AIST の工業標準部が担っている。 

























トランジスタモデルを取り扱う標準化団体は CMC（Compact Model Council、米国政府系標準化




CMC は、組織運営のために 4 名のオフィサー（議長、副議長、書記、会計)を選出する。オフィサ
ーは、CMC の委員会のマネジメントを業務としており、委員会における影響力が大きい。2005 年の






ている。また広島大学では当該技術分野で国際標準を獲得するために、2004 年 7 月に先端物質
科学研究科内に設置した「HiSIM 世界標準化推進室」を基に、2005 年 7 月に学内共同教育研究




















・ 国際標準化機構（ISO：International Organization for Standardization） 
・ 国際電気通信連合（ITU：International Telecommunication Union） 
・ コーデックス委員会等（コーデックス委員会：Codex Alimentarius Commission） 
 
（１）ISO 





































①我が国の ITU への貢献 
ITU における貢献度を測る指標として運営費の負担、議長などの役職の数、寄書の提出数が考
えられ、これらの指標で見るとり、我が国の貢献度は非常に高いと思われる。運営費に関しては、
我が国は加盟国中で最高の分担金を負担している。また、ITU-T に設置されている 13 の SG のう
ち二つで、ITU-R では、6 の SG のうち一つで議長職にある。寄書に関しては、2004 年から 2007
年に ITU-T の国際会議に提出された寄書の約 10％が我が国から提出されており、その割合は増

















































































































ISO 及び ITU の国際会議への我が国からの出席者割合でみると、半数以上は企業からであり、
標準化活動における企業の役割は大きい。また幹事や議長といった役職者を務める者も多い。
















ISO 及び ITU では、研究者は議長等の役職者やエキスパートとして標準（勧告）の開発に関与










































ISO や ITU に関しては、算出方法は異なるが分担金制度がある。コーデックス委員会に関しては、
政府あるいは非政府機関が直接コーデックス委員会に拠出するというスキームはなく、運営費は
FAO と WHO の通常経費から拠出されている。 


























 ITU に関しては、現在、我が国からは、ITU-T に設置されている 13 の SG のうち二つで、ITU-R






















































































































































①Exif/DCF （ISO のインターフェース標準） 
②生分解プラスチックの評価試験方法 （ISO の性能試験方法に関する標準） 




④CNT （ISO の性能試験方法に関する標準） 






にするために文献及び Web 調査に加えてインタビュー調査を行う。 
 































































                                                  




























































・ 国際標準化機構（ISO：International Organization for Standardization） 
・ 国際電気通信連合（ITU：International Telecommunication Union） 
・ コーデックス委員会等（コーデックス委員会：Codex Alimentarius Commission） 
 
第 2-1 表 調査対象とする国際標準化の関係国際機関の特徴 
国際標準化の関係国際機関 特徴 






















































































































































































他の標準団体との関連については、HiSIM は、CMC（Compact Model Council）以外では当該技
術を取扱う標準団体は存在しないため、標準化活動は CMC でのみ進められている。他の 4 事例
に関しては、JIS の様な国内標準や業界団体の規格も存在する。JIS と国際規格の関係としては、








①  デジタルカメラ・ファイルフォーマット（Exif/DCF） 
ⅰ）国際標準を獲得した技術と研究開発の概要 





定している（注2）。Exif/DCF は、規格の対象となるレイヤー（階層）が異なる Exif 規格と DCF 規格の
両方の機能を有する規格であり、民生用 DSC の世界標準フォーマットとなっている（注3）。 




を統一することで「撮影画像を異なる機種の DSC で再生する」「撮影済の記録メディアを別の DSC
に移し替えて追加記録する」等を可能にする点にあった。 
DCF 規格は 1998 年に JEIDA により発行された（「カメラファイルシステム規格 (Design rule for 





このように DSC のユーザーの要求を満たした Exif/DCF 規格は、ISO12234-1:2007（注6） の附属
書（参考）（Informative Annex）（注7）において、規格が定める条件を満たす規格（参考例）として記載
されている。 
DCF 規格は ISO 標準獲得を目指し 1999 年に新規提案を行ったが、結局は、ISO12234-1:2001
（上記 ISO12234-1:2007 の改訂前の規格）を改訂し、参考例として記載することとした（注8）。 
                                                  
（注1） 『JEIDA 規格 カメラファイルシステム規格 DCF Version1 .0 JEIDA-49-2-1998』（1998 年 12 月、（社）日本電子工業振興協
会）（http://it.jeita.or.jp/document/publica/standard/exif/japanese/DCFj.pdf） 
（注2） 『JEIDA 規格 ディジタルスチルカメラ用画像ファイルフォーマット規格（Exif）Version2.1 JEIDA-49-1998』（1998 年 12 月、
（社）日本電子工業振興協会） 
（注3） 『DCF および Exif の規格改定の概要』（CIPA、2003 年７月 11 日） 
（http://www.cipa.jp/exifprint/contents_j/01exif_j/ExifDCFsummary_J.pdf） 
（注4） 規格番号はバージョンアップしても変わらないが、規格の名称に関してはバージョンアップの度に変わり、2009 年 3 月現在
では、「ディジタルスチルカメラ用画像ファイルフォーマット規格 Exif2.21」という名称である（最後の Exif2.21 という部分が、改定の
都度変化する。2.21 は２.2 の追補版で発行された） 
（注5） 一般社団法人 カメラ映像機器工業会（CIPA） HP より 
（注6） デジタルカメラ用ファイルフォーマットとして遵守すべき条件を規定している。 
（注7） 文書の理解又は使用を補佐する事を目的とした追加情報の事。Informative Annex には要求事項を含めてはならない（選択
可能な要求事項は含んでもよい）。（ISO/IEC Directives, Part2, 6.4.1 に基づく） 





Exif/DCF 規格を ISO 規格とせずに、参考例とした理由は、参考例という形ではあるが国際的な
標準として認められる一方で、Exif/DCF の将来の規格改訂に対し、規格の著作権を放棄しないこ
とによって、当該市場の日本主導の立場を保持することを目指したからである。Exif/DCF 規格を





























Exif/DCF 規格は、世界の大半の DSC に使用されているが、この他にも、ISO12234-2（電子スチール






イメージング－リムーバブルメモリ－第 2 部：TIFF/EP 画像データ書式）で規定されている TIFF/EP（注）
などがある。TIFF/EP 規格は Exif/DCF よりも自由度を広く設定しているため、主として業務用やハイア
マチュア用の DSC に使用されるという棲み分けがなされている。 
 
＜参考：デジタルカメラの主なファイルフォーマット＞ 
¾ Exif/DCF 規格（圧縮／非圧縮フォーマット） 
富士フイルム等が 1997 年に提案。Exif 規格は ISO 12234-1:2001 において参考例とされた。DCF 規格は
ISO 規格化を目指したが、結局は Exif 規格と同様に参考例とすることとし、ISO 12234-1:2001 の改訂（ISO 
12234-1:2007）の際に追加された。ファイル構成は TIFF に準拠しており、その中に JPEG 圧縮ファイルを取り
込むことができる。民生用 DSC 市場における、事実上の世界標準（（フォーラム標準やコンソーシアム標準を
含めた広義のデファクトスタンダード）である。 
¾ TIFF/EP 規格（圧縮／非圧縮フォーマット） 
 Aldus 社（1994 年に Adobe 社に買収される）が 1986 年に制定したフォーマットである TIFF（Tagged Image 
File Format）で JPEG 圧縮画像を扱えるように改訂した Ver.6 を基本としており、ビット数等に関する拡張性は
Exif/DCF よりも広い。一眼レフ DSC の非圧縮モード等で利用。2001 年、当規格は ISO 12234-2 として発行
されている。 





当該事例の標準化活動は、国内の Exif/DCF 規格の発行と ISO における標準化活動の二つに
分けられる。 






を 1990 年 10 月に引き継ぎ、JEIDA 内に「ディジタルスチルカメラ Ad Hoc WG」が発足し、Exif/DCF
規格を発行した。その後、CIPA は JEITA に対し規格改定案の技術審議を行うことを提案し、JEITA
の了解を得て 2003 年 1 月末から審議を開始した。ただし、最終的な承認は JEITA が行った。この
ため、Exif/DCF 規格の技術審議は CIPA に移管されたが、規格の著作権は JEITA が有している。 








ISO における標準化活動は、ISO の TC（専門委員会）42（写真）/WG（作業部会）18（電子スチ
ル画像）（注1）で行われている。国内では、JEIDA が TC42/WG18 の国内審議を行う DSC 作業部会
の事務局を担っていたが、2000 年 11 月の（社）日本電子機械工業会（EIAJ）との合併に伴い
JEITA になり、国内審議団体の役割が、JEITA と CIPA に移行された。 
具体的には、Exif/DCF の著作権は JEITA に帰属し、技術審議は CIPA で行われるという棲み分
けが成された。 







Exif/DCF 規格が ISO に認定されるまでの経緯は以下の通りである。 
日本における DSC の開発は、（株）東芝と富士写真フイルム（株）（現富士フイルム）が連携し、静止画
をデジタル記録する装置を作るという話から始まっている。1989 年、富士フイルムは、（株）東芝のメモリ
ーカードを使用する DSC の発表を行い、その反響の大きさもあり、DSC に関する標準化の準備を経て、










                                                  
（注1） TC は専門委員会（Technical Committee）、WG は作業部会（Working Group）を意味する。ISO には、技術ごとに TC が存在
し、TC42 のように番号が振られている。TC42 の扱う技術範囲については、「銀塩及び電子の静止画像情報分野の標準化。これ
らに関わる定義、測定方法、試験方法、保存方法、包装、表示、分類、仕様、寸法、性能特性、フォーマット等」と、『ISO 事業概
要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター）には記されている。 
（注2） 『製品アーキテクチャのダイナミズムを前提とした標準化ビジネス・モデルの提案―新･日本型経営としてのビジネス・モデル・
イノベーション（2）』（小川紘一（東京大学 COE ものづくり経営研究センター），2008 年 3 月）
（http://merc.e.u-tokyo.ac.jp/mmrc/dp/pdf/MMRC205_2008.pdf）より 
（注3） SD（Secure Digital）メモリーカードのデジタルスチルカメラ用フォーマット規格。SISRIF は、JEIDA が策定した PC カードをデジ
タルスチルカメラに応用するための規格として策定された。 
（注4） 永田徹氏（キャノン）は、Co-コンベナー（共同コンベナー）である。 
（注5） CIFF（Camera Image File Format）は、多くのファイルを着脱型メモリに効率よく記録し管理するためのディレクトリとファイルの






内機運が高まり、業界内の主だった有力企業が集まる場が JEIDA に存在したため、JEIDA で統一規格




考例（Informative Annex）とされた。また 2001 年に、DSC のメモリーカード上でのデータの記録方法を規
定した ISO12234-1 が発行されて（2007 年改訂）、DCF は ISO での規格化が準備されていた。 
しかしながら、DCF の国際標準化の審議団体（デジタル画像部会（当時大川座長、現在永田座長）
傘下の Exif/DCF 作業部会（CIPA が事務局））が国内に新たに設置されて本格的に国内での審議が行
われ、そこで、DCF も参考例とすべきとの合意が形成され、JEITA の Exif/DCF 規格も、ISO 規格ではな
く「参考例（注）」扱いとされて、現在に至っている。 
また、ISO12234-3（電子スチルカメラ第 3 部：DCF）は、日本が DCF1.0 として日本が国際規格原案
（DIS）まで申請したが、一旦取り下げた経緯がある。現在、DCF2.0 が JEITA 標準として存在するが、
DCF 自体は ISO 規格として標準化しない方針である（ただし、ISO12234-1:2007 の「参考例」として、記
載されている。）。 















現在、デジタル画像部会は、以下の関連 ISO に関する審議を行っている。 
 
＜デジタル画像部会が担当する審議課題＞ 
¾ ISO/TC42/WG18 (電子スチル画像) 
                                                  





¾ Joint ISO/TC 42-IEC WG20 (電子スチルカメラの色特性)  
¾ Joint IEC/TC 100-ISO/TC 42-TC 130 PT（注1） WG22 (測色及び色の管理)  





当該事例に関連する規格のうち JEITA 規格（注3）（CP-3461）と ISO 規格（ISO 12234-1）について























                                                  
（注1） PT とはプロジェクトチーム（Project Team）の意味であり、適宜組成される。 
（注2） 国際照明委員会（Commission internationale de l'éclairage） 
（注3） JEITA 規格は業界規格であり、規格の様式は、JIS Z 8301（規格表の様式）に準拠し、TSC-16（電子情報技術産業協会規格
















より 2003 年度から 2005 年度まで DCF に関する委託調査を行った（2003 年度：「デジタルスチルカ
メラの次世代画像ファイルフォーマット」、2004 年度：「カメラファイルシステム（DCF）の国際標準化
に関する調査研究」（（2005 年度は DCF の国際標準化に関する調査研究（2004 年度）の継続事
業））。 











際会議（2004 年 6 月）で承認されている（注）。DCF の規格の設計と標準化活動は、公的支援による
調査研究により進められた部分が大きい。 
また 2004 年に、米国から JPEG2000 DSC Profile の提案等があったため、その対応と日本提案
の最終規格化のため、2005 年度も調査は継続された。 
2005 年度の調査研究では、DCF 国際標準化調査委員会の開催、国際会議への参加、提案原
案作成会議、ロンドン会議における事項の審議等が行われた。DCF のコア部分を ISO 12234-1 に
挿入した ISO 12234-1 改訂 Editon2 を完成し、ロンドン会議（2005 年 9 月）において全会一致で
DIS 投票に進めることとなった（Editon2 は、Fast Track 制度 DIS 投票にかけられることになり、2006
年 1 月に ISO 中央事務局に提出された。）。 
 
                                                  



















¾ 一般社団法人 カメラ映像機器工業会 標準化委員会 委員（副委員長）鮎澤巌氏 
¾ 特定非営利活動法人 NCOS 理事 大川元一氏 





































                                                  
（注1） 日本バイオプラスチック協会（JBPA）は、生分解性の基準と環境適合性の基準を満たす生分解プラスチックに「グリーンプラ」
のマークと名称の使用を認める「グリーンプラ識別表示制度」を実施している。なお、同制度においては、生分解性を測定する試
験 方 法 を 指 定 し て い る が 、 MODA 法 に つ い て の 国 際 標 準 ISO14855-2 も そ の 一 つ で あ る （ JBPA HP
（http://www.jbpaweb.net/gp/gp_sikibetsu.htm）及び『PL 記載に要する試験方法について』（JBPA））。 
（注2） 日本バイオプラスチック協会 HP（http://www.jbpaweb.net/gp/gp.htm）より 
（注3） 菱三商事株式会社 HP（http://www.ipros.jp/catalog/04860/）より 





















第 3-1-2 表 TC61 傘下の SC（分科会）（注1） 
TC 名称 議長国 
SC1 用語 英国 
SC2 機械的性質 スペイン 
SC4 燃焼挙動 英国 
SC5 物理・化学的性質 スイス 
SC6 老化、耐薬品性、耐環境性 独国 
SC9 熱可塑性樹脂材料 米国 
SC10 発泡材料 空席 
SC11 製品 日本 
SC12 熱硬化性樹脂材料 日本 
SC13 複合材料及び強化用繊維 日本 
 
1999 年、欧州主導による生分解プラスチックの好気コンポスト（注2）の試験方法に関する規格















                                                  
（注1） 『ISO 事業概要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター） 
（注2） 好気条件とは酸素存在する条件の事。コンポストとは、好気的生分解で生じる有機土壌調節剤の事（「マテリアルライフ学会
誌」、Vol.18, No.2『プラスチックの生分解性に関する ISO 作業グループ』澤田秀雄 より） 
















国内では、WG22 における MODA 法の標準化に対し、（財）日本バイオインダストリー協会（JBA: 








＜参考：国際規格獲得に至る経緯と JIS 規格の動向＞ 
¾ 1989 年 日本における生分解性プラスチックの研究開発と規格制定が本格化。（経済産業省の
生物化学産業課が生分解性プラスチック関連の公募を提示、その影響を受けて、BPS が発足） 
¾ 1992 年 WG22 の設立を提案した澤田秀雄氏がコンビナーとなり、生分解性プラスチックの国際
標準化についての議論が開始される。 
¾ 1993 年 日本の提案で、生分解度試験法標準化検討部会（TC61/SC5/WG22）が発足 
¾ 1994 年 TC61 年次大会で、新規提案を提出。 
¾ 1999 年 初の生分解性プラスチックの国際標準となる ISO14851（日本提案）、ISO14852、
ISO14855 が発効される。特に、ISO14851 は、その後の ISO 標準策定の基礎となる重要な標準
である。 
¾ 2000 年 ISO14851、14852、14855 の JIS 化が完了（JIS K6950、6951，6953 に対応） 
¾ 2002 年 日本は簡易試験法（MODA 法）を開発、ISO へ提出。 






第 3-1-3 表 ISO/TC61/SC5/WG22 で発行された規格と対応 JIS（注） 
 ISO の規格番号 概要表題 対応 JIS 
1 ISO 14851:1999 好気的水系 酸素消費量測定（日本提案） JIS K6950:2000 
2 ISO 14852:1999 好気的水系 炭酸ガス発生量測定 JIS K6951:2000 




好気的コンポスト系 第 1 部：一般的方法 
（好気的コンポスト系炭酸ガス発生量測定）
（日本提案、ISO 14855:1999 と統合） 
JIS K6953:2000 
5 ISO 14855-2:2007 




6 ISO 15985:2004 嫌気的高固形濃度 バイオガス発生測定 JIS K6960:2008 
7 ISO 16929:2002 崩壊度試験 コンポスト系・パイロット JIS K6952:2008 
8 ISO 17088:2008 コンポスト化プラスチックの特性   




10 ISO 20200:2004 実験室でのコンポスト系の崩壊度試験 JIS K6954:2008 
11 ISO/DIS 10210 
生分解試験法の試料の調整法（日本提









しかしながら、関連する ISO 規格と JIS 規格のどちらにも MODA 法に関する特許は含まれていない。








                                                  
































¾ 静岡県立大学薬学部薬科学科 講師 薬学博士 植松 正吾氏 
¾ 八幡物産株式会社 MODA 事業部長 大西 宗廣氏  
¾ 株式会社サイダ・UMS 代表取締役 会長 CEO 斎田 久人氏 
¾ 日本バイオプラスチック協会 アドバイザー 理学博士 澤田 秀雄氏 
¾ 財団法人バイオインダストリー協会 事業推進部 部長 農学博士 星野 明氏 
¾ 株式会社三菱化学科学技術研究センター分析部門 横浜分析センター 無機分析グル
ープ 百地 正憲氏 
                                                  







































                                                  
（注1） A.Fujishima and K. Honda, Nature, 238 （1972） 37. 


















験方法が（窒素酸化物の除去性能評価）が既に JIS 化されていたものを基に WG（作業部会）33 で
IS 化された。現在は、日本で JIS 化された紫外光応答型光触媒のセルフクリーニング性能や抗菌
性能試験方法等が TC206 において審議されている。 
                                                  






の竹内浩士氏が WG33 と WG37 のコンベナーを担当している。なお、TC206 には、我が国を含む
17 カ国が P メンバー（Participating (P) Members）（注1）として参加しており、14 カ国が O メンバー
（Observers (O) Members）（注2）として参加している（注3）。 
WG33 は、2003 年に ISO/TC 206 JIS R 1701-1 の原案（英訳）が提案された後、同年 10 月の第
10 回 TC 206 総会決議を受けて、本原案を検討するための WGとして、2004 年 5 月に発足した（注
4）。WG37 は、2005 年 9 月の第 12 回 TC 206 総会において、光触媒材料の試験方法に関する
WG として発足した（注5）。 
 












                                                  
（注1） TC または SC 内での票決のために提出されるすべての案件、新業務項目提案（NP）、国際規格案（DIS）及び最終国際規格
案（FDIS） に対する投票の権利を持ち、業務に積極的に参加し、また会議に貢献する義務を負う（”ISO/IEC Directives Part 1" 
1.7） 
（注2） オブザーバーとして業務を行う。そのため委員会文書の配布を受け、またコメントの提出と会議への出席の権利を持つ




（注4） 『ISO 22197-1 Test method for air purification performance of semiconducting photocatalytic materials の発行について』（竹
内浩士） 





















































これまでに国際標準化（IS 化）されたのは、空気浄化性能試験方法（ISO22197-1、2007 年 8 月
発行、窒素酸化物の除去性能評価）のみである。 
現在、JIS 規格として、揮発性有機化合物（VOC: Volatile Organic Compound）除去性能試験方
法と悪臭物質除去性能試験方法、セルフクリーニング性能試験方法・水質浄化性能評価試験方
法、抗菌・抗かび試験方法、標準光源が規格化されている。また、ISO においては、セルフクリーニ
ングや水質浄化抗菌・防カビ方法等の現在 9 件の原案が提出され審議されている。 
 
第 3-1-7 図 ISO 制定スケジュール（注） 














                                                  









¾ 2002 年 経済産業省、光触媒標準化委員会（JFCA に設置された委員会、委員長：藤嶋昭氏）を
設置。紫外光応答型光触媒材料の性能評価方法の JIS 標準化を検討。 
¾ 2004 年 日本工業標準調査会（JISC、経済産業省に設置されている審議会の一つ）での審議を経
て最初の JIS「光触媒の空気浄化性能試験方法」が制定される（JIS R1701-1：ファインセラミックス
－光触媒材料の空気浄化性能試験方法－第１部：窒素酸化物の除去性能） 
¾ 2006 年 抗菌性試験方法が JIS 化 （JIS R1702：ファインセラミックス―光照射下での光触媒抗菌
加工製品の抗菌性試験方法・抗菌効果） 






¾ 2008 年 3 月 アセトアルデヒドとトルエンの除去性能、抗かび性試験方法が JIS 化（JIS R1701-2 と








¾ 1972 年 本多健一氏（東京大学）と藤嶋昭氏（神奈川科学技術アカデミー）が、光触媒の原理（白
金と酸化チタンを電極とした水の光分解反応）を Nature 誌に報告（注3）。 
¾ 1980 年 坂田忠良氏（東京工業大学）と川合知二氏（大阪大学産業科学研究所）が、粉末状酸化
チタン光触媒が高い有機物の分解性（光触媒機能）を有することを Nature 誌に報告（注4）。 
¾ 1990 年 橋本和仁氏（東京大学）、藤嶋昭氏（神奈川科学技術アカデミー）、東陶機器株式会社
                                                  
（注1） 経済産業省プレス発表（2004 年 1 月 20 日）（http://www.meti.go.jp/press/0004875/0/040120jis.pdf） 
JISC（日本工業標準化調査会）HP データベース、『光触媒ビジネスの仕組み』 
（注2） 1972 年から 2001 年までの沿革は『技術調査レポート（技術動向編）第 2 号 酸化チタン光触媒に関する産業の現状と課題』
（経済産業省産業技術環境局技術調査室） 
（注3） Akira Fujishima and Kenichi Honda, Nature, 238 （1972） 37. 







¾ 1994 年  東陶機器株式会社が、最初の本格的な酸化チタン光触媒応用製品として抗菌タイルを
実用化。 
¾ 1996 年 橋本和仁氏（東京大学）、藤嶋昭氏（神奈川科学技術アカデミー）、東陶機器株式会社
が、紫外光照射により酸化チタン表面が非常に親水性になることによる防汚・防曇機能を発見。




¾ 2001 年 住友化学株式会社、株式会社豊田中央研究所が、可視光でも反応する光触媒を相次い
で発表。 
¾ 2003 年 NEDO による「光触媒利用高機能住宅用部材プロジェクト」が開始（2003 年度～2005 年
度）。同プロジェクトでは、光触媒を施した外装放熱部材が開発される。また、可視光応答型光触
媒を利用した室内空気汚染物質を分解可能な技術が開発される（注2）。 
¾ 2004 年 （独）産業技術総合研究所がフッ化アパタイト二酸化チタン光触媒の合成に成功（注3）。 
¾ 2007 年 （独）産業技術総合研究所が X 線照射下での酸化チタンの光触媒作用の発生を確認（注
4）。 
¾ 2007 年 光触媒能を有する多色調光材料の開発（NEDO）（注5）。 









                                                  
（注１） Rong Wang, Kazuhito Hashimoto, Akira Fujishima, Makota Chikuni, Eiichi Kojima, Atsushi Kitamura, Mitsuhide Shimohigoshi 






























省が支援した。標準化重点分野に選ばれ、2003 年度～2006 年度の 4 年間に渡り、基準認証研究
開発事業「光触媒試験方法の標準化」として予算が与えられ、JFCA が受託研究を行った。この事
業により、JIS 原案の作成や ISO への規格提案が行なわれた。 
 一方、可視光応答型光触媒の性能評価試験方法に関しては、技術が確立されておらず、研究
段階にあるため、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が支援している。
NEDO は 2007 年度より、光触媒技術の国際競争力のある産業創成に向けて「循環社会構築型光
触媒産業創成プロジェクト」を 5 ヵ年計画で進めており、2008 年度は「可視光応答型光触媒の標準
化に関する国際協調調査」及び「可視光応答型光触媒の性能評価試験方法に関する標準化調

















¾ 神奈川科学技術アカデミー 高度計測センター長 河原三郎氏 
¾ 日本ファインセラミックス協会 標準部長 駒木秀明氏 
¾ 株式会社ＴＯＴＯ 執行役員 光触媒事業推進部長 佐伯義光氏 
¾ 神奈川科学技術アカデミー 光科学重点研究室 光触媒グループ 主任研究員  村上
武利氏 
¾ 神奈川科学技術アカデミー 高度計測センター 材料解析グループ 主任研究員 村松
紀久氏 
¾ 神奈川科学技術アカデミー イノベーションセンター 主事 山下主税氏 






















CNT のうち SWCNT については、まだ研究段階であり、我が国においては（独）産業技術総合




CNT、特に MWCNT において、事業化・市場化への実現可能性が高まるのと並行して、ISO に
おいて、我が国主導でナノテクノロジー国際標準化の議論が始まった。2005 年 5 月には ISO の中
に TC229（ナノテクノロジー関係の技術委員会）が発足し、同年 11 月、ISO/TC229 の第 1 回総会
がロンドンで開催され、WG1（用語・命名法）、WG2（計量計測・特性評価）、WG3（健康・安全・環
境）の三つの WG が設置された。 
また、2007 年 10 月に材料規格に関する NWIP（New Work Item Proposal；新作業項目）が中国
から提案されたことをうけて、同年 12 月の ISO/TC229 の第５回総会（シンガポール）で材料規格に




（注2） 『産業展開のためのナノテクノロジー戦略－社会受容の動向と課題』（AIST ナノテクノロジー戦略ワーキンググループ） 
（注3） 『海外のナノテクノロジー技術政策の動向』（NEDO、2005 年 11 月） 
（注4）『産業展開のためのナノテクノロジー戦略－社会受容の動向と課題』（AIST ナノテクノロジー戦略ワーキンググループ） 
（注5） "Are fullerene tubules metallic?", J. W. Mintmire, B. I. Dunlap and C. T. White, Phys. Rev. Lett. 68, 631 （1992）、"New 
one-dimensional conductors - graphitic microtubules", N. Hamada, S. Sawada and A. Oshiyama, Phys. Rev. Lett. 68, 1579 
（1992）、"Electronic structure of graphene tubules based on C60", R. Saito, M. Fujita, G. Dresselhaus and M. S. Dresselhaus, 
Phys. Rev. B 46, 1804 （1992） 
（注6） "Single-shell carbon nanotubes of 1-nm diameter", S Iijima and T Ichihashi Nature, 363, 603 （1993）、"Cobalt-catalysed 
growth of carbon nanotubes with single-atomic-layer walls", D S Bethune, C H Kiang, M S DeVries, G Gorman, R Savoy and R 
Beyers, Nature, 363, 605 （1993） 






















以下に、TC229 の WG の構造と各 WG の範囲を示す。我が国では、AIST の一村信吾氏が WG2
のコンベナーを担当している。 
                                                  
（注） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第6号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局）及び『ナノテク国際標準化ニ






第 3-1-8 図 ISO/TC229 における各作業部会（WG）の構成（注1） 
 
 












WG4（材料規格） （2008 年 2 月に設置され、スコープの検討が行われている）
 
                                                  
（注1） ISO HP（http://www.iso.org/iso/iso_technical_committee?commid=381983）及び『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 6
号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 
























TC229 には、我が国を含む 32 カ国が P メンバー（Participating (P) Members）（注1）として参加して
おり、8 カ国が O メンバー（（Observers (O) Members））（注2）として参加している（2008 年 6 月）（注3）。 
ISO/TC229 の国際標準化活動に対して、国内の対処方針案の検討・作成及び調査を行う国内
審議委員会が日本工業標準調査会（JISC）の承認の下、2005 年 8 月に AIST に設置された。
ISO/TC229 における WG の構成を反映する形で分科会が設置されており、事務局は AIST の工業
標準部が担っている。この国内審議委員会は、ANSI(ASTM)、CEN、IEC/ABN などの海外機関と
連携をしている。また、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）とは、委託・協力をす
る関係にある（注4）。2008 年 12 月時点の国内審議委員会の構成は以下の通り（注5）。 
 
・ ナノテクノロジー標準化国内審議委員会： 委員長 小野 晃（AIST） 
・ 用語・命名法合同分科会： 分科会主査 阿部 修治（AIST） 
・ 計量・計測合同分科会： 分科会主査  古田 一吉（セイコーインスツル（株）） 
・ 環境・安全分科会： 分科会主査 武林 亨（慶應義塾大学） 
・ 材料規格分科会： 分科会主査 田中 充（AIST） 
 
国内における当該分野での標準化活動は、業界団体であるナノテクノロジービジネス協議会
（NBCI: NANOTECHNOLOGY BUSINESS CREATION INITIATIVE）が事務局を務め、積極的に
関与している。NBCI が事務局になって、ISO の原案及び JIS 原案を作成するために、「ナノカーボ
ン標準化委員会」という組織を設けている。 
ナノカーボン標準化委員会は、本委員会、原案作成作業部会、専門部会、事務局から構成され









                                                  
（注1） TC または SC 内での票決のために提出されるすべての案件、新業務項目提案（NP）、国際規格案（DIS）及び最終国際規格
案（FDIS） に対する投票の権利を持ち、業務に積極的に参加し、また会議に貢献する義務を負う（”ISO/IEC Directives Part 1" 
1.7） 
（注2） オブザーバーとして業務を行う。そのため委員会文書の配布を受け、またコメントの提出と会議への出席の権利を持つ
（”ISO/IEC Directives Part 1" 1.7） 
（注3） ISO HP（ISO の HP より（http://www.iso.org/iso/tc_229.ppt））より 
（注4） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[創刊号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 
（注5） 『TC229 の活動状況について』（TC229 対応国内審議委員会 産業技術総合研究所 藤本俊幸） 






第 3-1-10 図 ナノカーボン標準化委員会の体制（注） 
 
＜参考：ナノカーボン標準化委員会内の三つの分科会（原案作成作業部会）＞ 
¾ シングルウォールナノチューブの分科会（SWNT 原案作成分科会） 
AIST の飯嶋氏が分科会長 
研究開発段階であるため AIST が主体となって活動 
企業としては品質の計測・評価方法の標準化が対象なので、WG の活動は計測メーカーが中心に対
応している。 







                                                  










































関する評価を確実に行うための CNT の国際標準が要請されていると言える。 
安全性についての規制でナノテクノロジーに関連するものとしては、欧州連合（EU） における化
学品の登録・評価・認可および制限に関する REACH 規制がある（2006 年 12 月 18 日に欧州委員




                                                  
（注1） 2006 年 10 月発足（出所：『産業展開のためのナノテクノロジー戦略－社会受容の動向と課題』（AIST ナノテクノロジー戦略ワ
ーキンググループ））。幹事国はドイツ、幹事は Dr. N. Fabricius（ドイツ）、議長は J. Thomas Chapin「米国」（出所：IEC HP
（http://www.iec.ch/dyn/www/f?p=102:7:0::::FSP_ORG_ID:1315））。 
（注2） IEC/TC113 以外の外部リエゾンとして、ANF HQ（Asia Nano Forum Head Quarter）、EU JRC（Joint Research Centre）、
OECD（Organisation for Economic Co-operation and Development、経済協力開発機構）、 VAMAS（Versailles Project on 
Advanced Materials and Standards）等が挙げられる。また、ISO の内部のリエゾンとして、TC206（ファインセラミックス）等が挙げら
れる（出所：ISO HP
（http://www.iso.org/iso/standards_development/technical_committees/list_of_iso_technical_committees/iso_technical_committee.
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なお現時点(2009 年 3 月)では、TC229（ナノテクノロジー）で我が国が提案した規格では、まだ策
                                                  
（注1） 2008 年 9 月 30 日現在のステータス。『産業展開のためのナノテクノロジー戦略－社会受容の動向と課題』（AIST ナノテクノ
ロジー戦略ワーキンググループ）、第 2 章 ナノテクノロジーの標準化、表 2.11 TC229 Work Program（p214-217）より 
（注2） 承認業務項目（Approved Working Item） 
（注3） 新作業項目（New Work Item Proposal） 









• 1991 年 飯嶋澄男氏が CNT を発見（注1）。 
• 1992 年 当時の NEC の T.Ebbesen と P.M.Ajayan が、アーク放電で CNT を大量に生成するのに
成功（注2）。 
• 1992 年 米国海軍研究所、NEC、マサチューセッツ工科大学の三つの研究チームが独立して
CNT の導電性について理論から予言（注3）。 
• 1993 年 NEC と IBM のグループが SWCNT を発見（注4）。 
• 1996年 米ライス大学のRichard E. Smalley（化学教授、博士、フラーレンの発見の功績により1996
年にノーベル化学賞受賞）がレーザーアブレーションを用いた SWCNT の大量合成法を発見（注5）。 
• 1997 年 デルフト工科大学（オランダ）の Sander J. Tans らが、これまで難しかった CNT の量子伝
導を実験で示す（注6）。 
• 1998 年 東京都立大学の片浦弘道氏のグループらが触媒の種類や反応炉の温度調節による半
径のコントロールに成功（注7）。 
• 1999 年 米ボストン大学の Zhifeng Ren（物理学教授、博士）等は、ニッケルを蒸着したガラス基板
上で炭化水素を分解すると、配向のそろったＣＮＴが生成する事を発見（注8）。 
• 2002 年 5 月 IBM が CNT を利用したトランジスタの開発に成功（注9）。 
• 2002 年 9 月 AIST・科学技術振興事業団・富士通研究所は共同で CNT を用いたナノトランジスタ
の集積化技術を開発したと発表（注10）。 
• 2003 年 10 月 NBCI が設立される（注11）。 
• 2004 年 Nantero と LSI ロジックが CNT を組み込んだ CMOS トランジスタを共同開発すると発表
                                                  
（注1） 『産業展開のためのナノテクノロジー戦略－社会受容の動向と課題』（AIST ナノテクノロジー戦略ワーキンググループ） 
（注2） “Large-scale synthesis of carbon nanotubes", T W Ebbesen and P M Ajayan Nature, vol.358, p220 （1992） 
（注3） "Are fullerene tubules metallic?", J. W. Mintmire, B. I. Dunlap and C. T. White, Phys. Rev. Lett. 68, 631 （1992）、“ New 
one-dimensional conductors - graphitic microtubules", N. Hamada, S. Sawada and A. Oshiyama, Phys. Rev. Lett. 68, 1579 
（1992）、“Electronic structure of graphene tubules based on C60", R. Saito, M. Fujita, G. Dresselhaus and M. S. Dresselhaus, 
Phys. Rev. B 46, 1804 （1992） 
（注4） "Single-shell carbon nanotubes of 1-nm diameter", S Iijima and T Ichihashi Nature, 363, 603 （1993）、"Cobalt-catalysed 
growth of carbon nanotubes with single-atomic-layer walls", D S Bethune, C H Kiang, M S DeVries, G Gorman, R Savoy and R 
Beyers, Nature, 363, 605 （1993） 
（注5） "Crystalline Ropes of Metallic Carbon Nanotubes", Andreas Thess, Roland Lee, Pavel Nikolaev, Hongjie Dai, Pierre Petit, 
Jerome Robert, Chunhui Xu, Young Hee Lee, Seong Gon Kim, Andrew G. Rinzler, Daniel T. Colbert, Gustavo Scuseria, David 
Tomanek, John E. Fischer, Richard E. Smalley Science,273,483（1996） 
（注6） "Individual single-wall carbon nanotubes as quantum wires”, SJ Tans, M H Devoret, H Dai, A Thess, R E Smalley, L J 
Geerligs and C Dekker, Nature, 386, 474 （1997） 
（注7） 『カーボンナノチューブのマイクロラマン分光（電気通信大学 電子工学科 齋藤 理一郎）』
（http://flex.ee.uec.ac.jp/home/staff/rsaito/doc/http/Kaisetu/ouyou01.pdf） 
（注8） "Synthesis of large arrays of well-aligned carbon nanotubes on glass", Z F Ren et al., Science, 282, 1105 （1998） 
（注9） IBM プレスリリース（http://www-03.ibm.com/press/us/en/pressrelease/22044.wss） 
（注10） AIST プレスリリース（http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2002/pr20020913/pr20020913.html） 






• 2007 年 10 月 IBM が CNT の電荷を測定する技術を開発したと発表（注2）。 
• 2008 年 2 月 国立医薬品食品衛生研究所は CNT を腹腔内に大量に投与したマウスに中皮腫が
できたと発表（注3）。 







• 2004 年 8 月 ANSI がナノテク標準化の戦略規格委員会として「ナノテクノロジー標準化パネル
（ANSI-NSP(Nanotechnology Standards Panel）」を設立（同年 9 月に第 1 回会合を開催）。共同議
長は、NNCO Director の C. Teague 氏（注6）と Rice 大学の V. Colvin 氏（注7）。 
• 200４年 11 月 日本規格協会内に産学官が結集した「ナノテクノロジー標準化調査委員会」が設置
された（本委員会は、2005 年 5 月の ISO/TC229 設立に伴い、2005 年８月に日本工業標準調査会
（JISC）のもとに設置された「ナノテクノロジー標準化国内審議委員会（事務局は AIST）」に移行）（注
8）。 
• 2005 年 1 月 ASTEM が「E-56 ナノテクノロジー技術委員会（Committee E-56 on Nanotechnology）」
を設置し、ナノテクノロジーの標準化議論を始める。議長は Rice 大学の V. Colvin 氏、副議長は
AIST の小野晃氏が就任（注9）。 
• 2005 年 1 月 英国政府が、英国規格協会（BSI: British Standards Institution）を通して、ナノテクノ
ロジーの国際標準を議論するための技術委員会設立を ISO に提案（注10）。 
• 2005 年 5 月 ISO の中にナノテクノロジーを専門に扱う TC229 が発足（注11）（発足時の P メンバーは
28 ヶ国、O メンバーは 7 ヶ国（注12）。）。 
• 2005 年 8 月 AIST を事務局としてナノテクノロジー標準化国内審議委員会が日本工業標準調査
会のもとに設立（注13）。 
                                                  
（注1） Nantero プレスリリース（http://www.nantero.com/pdf/june_2004.pdf） 
（注2） IBM プレスリリース（http://www-03.ibm.com/press/us/en/pressrelease/22441.wss） 
（注3） 『産業展開のためのナノテクノロジー戦略－社会受容の動向と課題』（AIST ナノテクノロジー戦略ワーキンググループ） 
（注4） 『産業展開のためのナノテクノロジー戦略－社会受容の動向と課題』（AIST ナノテクノロジー戦略ワーキンググループ） 
（注5） 『ナノテクノロジーの実用化に向けて―その社会的課題への取り組み―』（阿多誠文編著、技報堂出版） 












• 2005 年 8 月 ナノカーボンの社会影響と標準を考える会が設立される。 
• 2005 年 11 月 ISO/TC229 の第 1 回総会がロンドンで開催。日本が WG2（計量計測・特性評価）
のコンベナーを担当することが決定。会議では、議事録作成を行うドラフティングコミッティ代表委
員の任命、TC の名称と適用範囲、TC の構造、WG の設立（WG1～WG3）とコンベナーの担当国
が議論された（注1）。 
• 2006 年 5 月 ＡＳＴＭ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌの E56 技術委員会をつくば市で開催。 
• 2006 年 6 月 ISO/TC22９の第 2 回総会が東京で催される。会議では、WG のタイトル及び範囲の
承認、ナノテクノロジーに関する業務上の安全慣行を作業プログラムの一部として開発することの
承認、渉外担当者の任命、TC22９ビジネスプラン作成のための濠州主導のタスクグループ（TG）
の設置、WG 間の作業項目の調整に関するロードマップ作成のための TG の設置が議論された（注
2）。 
• 2006 年 8 月 CNT 及びフラーレンに代表される「ナノカーボン」に関する、ISO/TC229 及び JIS 原
案作成を目的に「ナノカーボン標準化委員会」が結成される（委員長：堀場製作所最高顧問 堀場
雅夫氏、副委員長：飯嶋氏、2007 年４月から委員長は、日本電子会長の江藤輝一氏）（注3）。 
• 2006 年 10 月 IEC/TC113 が設立される（幹事国はドイツ、幹事はドイツの Dr. N. Fabricius 氏、議
長は米国の Mr. K. W. Whitefield P. E.が就任）。 
• 2006年12月 ISO/TC22９の第３回総会が韓国ソウルで催される。会議では、ロードマップ作成TG、
ビジネスプラン作成 TG、各 WG からの進捗状況が報告、議論された（ロードマップ作成 TG では今
後 10 年程度で必要と考えられる規格候補が認定され、ビジネスプラン作成 TG では材料規格に関
する WG の将来の設置が提言された）。また、リエゾン機関からの発表も行われた（注4）。 
• 2007 年 6 月 ISO/TC22９の第 4 回総会がベルリンで催される。会議では、各リエゾン機関からの
協力報告、議長による ISO/TC229 ワークショップ開催の提起及び承認、イスラエルとロシアの P メ
ンバー新規加盟の承認、紹介がなされた（注5）。 
• 2007 年 10 月 WG4 の活動が始まる。 
• 2007 年 12 月 ISO/TC22９の第 5 回総会がシンガポールで催される。会議では、WG 議長による
作業の進捗に関しての報告、各リエゾン機関からの協力報告がなされた。第 4 回ベルリン総会以
後に承認された NWIP(新規作業項目提案)を受けて、具体的な規格案が各 WG で審議されると同
時に、材料規格に対応する TC 体制に関する議論も行われた（注6）。 
• 2008 年 5 月 ISO/TC229 の第 6 回総会（仏ボルドー）において、WG4（材料規格）が発足。第 5 回
シンガポール総会以後に承認された NWIP(新規作業項目提案)を受けて、具体的な規格案が各
WG で審議された。会議では、4 つの WG 議長からの審議進捗に関する報告がなされると同時に、
                                                  
（注1） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[創刊号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 
（注2） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 2 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 
（注3） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 2 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局）、『ナノマテリアルの安全性
と標準化に関する最近の動向と NBCI の活動』（NBCI） 
（注4） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 3 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 
（注5） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 4 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 






































                                                  
（注1） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 6 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 
（注2） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 7 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 




















¾ 独立行政法人 産業技術総合研究所コンプライアンス推進本部 総括企画主幹 
理学博士 藤本 俊幸氏 
¾ ナノカーボンテクノロジーズ株式会社 宗兼 史典氏 
¾ 独立立行政法人 産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 副セン
ター長 工学博士 湯村 守雄氏 
¾ ナノテクノロジービジネス推進協議会 事務局長補佐 亘理 誠夫氏 
 




































                                                  
（注1） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 6 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 
（注2） 『ナノテク国際標準化ニューズレター[第 7 号]』（ナノテクノロジー標準化国内審議委員会事務局） 























¾ 独立行政法人 産業技術総合研究所コンプライアンス推進本部 総括企画主幹 
理学博士 藤本 俊幸氏 
¾ ナノカーボンテクノロジーズ株式会社 宗兼 史典氏 
¾ 独立立行政法人 産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 副セン
ター長 工学博士 湯村 守雄氏 
¾ ナノテクノロジービジネス推進協議会 事務局長補佐 亘理 誠夫氏 
 





















¾ 独立行政法人 産業技術総合研究所コンプライアンス推進本部 総括企画主幹 
理学博士 藤本 俊幸氏 
¾ ナノカーボンテクノロジーズ株式会社 宗兼 史典氏 
¾ 独立立行政法人 産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 副セン
ター長 工学博士 湯村 守雄氏 
¾ ナノテクノロジービジネス推進協議会 事務局長補佐 亘理 誠夫氏 
 








HiSIM（Hiroshima-University STARC IGFET Model）とは、広島大学の三浦道子氏（広島大学大
学院先端物質科学研究科 教授）と（株）半導体理工学研究センター（STARC）（注1）により共同開発
された次世代トランジスタモデルである。トランジスタの物理原理に基づく回路モデルであり、LSI














1998 年以来、広島大学が STARC と共同開発している HiSIM は、公的機関からの諸支援もあり、
その技術開発を進展させ、標準モデルの獲得を目指している。以下に、HiSIM の研究開発及び実
用化、標準化のスキームを示す（注4）。 






                                                  
（注1） STARC は、半導体事業を行う 10 社の出資による株式会社であり、主な事業概要は、大学との共同研究、SoC（システムオン
チップ）設計技術者教育、シャトルによる先端研究支援、及び最先端 SoC 設計基盤技術開発である。（「STARC Corporate 
Profile」より） 
（注2） 『NEDO 技術開発機構における研究開発と標準化における基礎調査』（NEDO，2007 年３月）、『日本発の高耐圧トランジスタ




に生じた電位分布が特性を決定するので、このポテンシャルを特に表面ポテンシャルと呼ぶ。（MIRAI プロジェクト第 2 期、次世代
ト ラ ン ジ ス タ モ デ ル HiSIM の 高 精 度 自 動 合 わ せ 込 み 技 術 を 開 発  （ プ レ ス リ リ ー ス ） に お け る 用 語 説 明
（http://www.miraipj.jp/ja/result/041125/glossary.html#7）より） 






る。デジタル用途に対応した CMOS（Complementary Metal Oxide Semiconductor）や、高耐圧用途
に対応したLDMOS（Laterally Diffused Metal-Oxide-Semiconductor、高耐圧・大電流トランジスタ、
現在は、HiSIM_HV（High Voltage）と改名、CMC（Compact Model Council（注)）標準モデルに選定）
等、様々な用途に対応するものが開発されている。また、MOSFET（Metal Oxide Semiconductor 
Field Effect Transistor）高速通信の分野にも応用する動きに呼応した、65nm スケールの極限微細
トランジスタを用いた 100GHz 対応の回路設計モデルの開発や SOI（Silicon-on-Insulator）
MOSFET モデルの開発も行われている。 
現在（2007 年以降）は、半導体を作る上でのばらつき考慮をした HiSIM3 の研究が進められてい
る。 
 
第 3-1-11 図 HiSIM モデルの開発動向 
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カーや EDA（Electronic Design Automation）ベンダー等）等が、2009 年 4 月現在、42 社参加して
おり、その内、14 社が日系企業である。 
                                                  




CMC は、組織運営のために 4 名のオフィサー（議長（Chairman）、副議長（Vice Chairman）、書
記（Secretary）、会計（Treasurer）)を選出する(注1)。オフィサーは、CMC の委員会のマネジメントを業
務としており、委員会における影響力が大きい。2005 年のオフィサーは 4 名とも米国企業だったが、
2008 年から日本企業がオフィサーに加わっており、現体制は、議長（米国（IBM））、副議長（米国




国際標準を獲得するために、2004 年 7 月に先端物質科学研究科内に設置した「HiSIM 世界標準
化推進室」をもとに、2005 年 7 月に学内共同教育研究施設として HiSIM 研究センターを設立して





の EDA ベンダーに対し、HiSIM モデルの組み込みを早期に進めるように働きかけている。CMC で
の標準化活動は企業体として携わることが義務づけられており、STARC が業界団体としてではなく、
一企業として関与していることの意味は大きい。 
CMC 標準モデルの選定は、三つの段階（フェーズ）を経て行われる。まず、フェーズ 1 評価で、
各大学の候補モデルに CMC メンバー企業がスポンサー(共同評価者)に付く。続いて、フェーズ 2
評価で、実測データに対する候補モデルの精度確認を行い、開発大学とスポンサーが CMC 会議
において評価結果を発表する。この段階でメンバーによる投票が行われ、上位 2 個のモデルが残










                                                  
(注1) CMC の HP（http://www.geia.org/CMC-Meeting-in-Conjunction-with-SRC-Review,-Raleigh,-NC）より 
(注2) 広島大学 HiSIM 研究センター規則 第 2 条に基づく
（http://home.hiroshima-u.ac.jp/~houki/reiki/act/frame/frame110000424.htm） 








こうした背景のもと、三浦氏は、1998 年から STARC の研究助成（「コンカレント・エンジニアリング






標準化団体 CMC における次世代 MOSFET 標準モデルの投票に向けて、2005 年 8 月から 9
月の 2 ヶ月間、広島大学 HiSIM 研究センターはカリフォルニア州サンノゼに HiSIM オフィスを開設
し、米国でのユーザー・サービスを本格化して最終投票に備えた。2005 年 10 月の最終評価会議
の後から投票までの間には、可能な限り多くの海外企業を訪問し、モデルのよさを説得して回った。
しかしながら、同年 12 月の投票では、HiSIM は Philips とペンシルバニア州立大学が共同開発した
PSP に 17 票：14 票で惜敗した。これは、技術面では優位性があるものの、企業へのアピール等の
対策が不足していたためと思われる。 
その後、2006 年から、高耐圧用途の数Ｖ～数百Ｖまでカバーする汎用性の高いデバイスのモデ
ルである LDMOS モデルの標準化活動が始まった。日本企業を中心に多数の CMC メンバーによ









ケースであった。2008 年 8 月の HiSIM_HV 公開認定投票では、オープンソースとしての標準モデ
ルを主張するメンバー数社の意見と、（標準に関わる部分は特許の無償利用を認めるが）高耐圧
モデル以外での特許使用に関しては STARC の許諾を必要とするという STARC の意見が対立した。
しかし、最終的には、同年 12 月の CMC 会議で STARC 側の意見が認められ、HiSIM_HV の標準
化における特許問題は決着した。 
現在（2009 年の 1 月より）、HiSIM_HV のソースコードとユーザーマニュアルは、広島大学 HiSIM



























支援は、広島大学三浦氏が受けたもの、STARC が受けたもの、及び MIRAI プロジェクトで行ったも
のに分けられる。 











                                                  
















STARC への公的支援としては、半導体の設計に関する NEDO プロジェクトがあり（注1）、特に
HiSIM と関連の深いプロジェクトは、「次世代 MOFSET 標準モデルの調査研究」（2007 年 10 月～
2008 年 3 月）である。その他、「システムオンチップ先端設計技術の研究開発」（2000 年度～2002
年度、委託先：STARC）、「最先端システム LSI 設計プロジェクト」（2003 年度～2005 年度、助成先：
STARC・ASPLA（注2））、「次世代プロセスフレンドリー設計技術開発」（2006 年度～2010 年度、助成
先：STARC）等が挙げられる。これら設計技術における公的支援は、SoC（システムオンチップ）設
計基盤技術開発が主業務である STARC の産学官連携プロジェクトを支え、HiSIM への技術支援
へも間接的に寄与した点で有用であった。 







                                                  
（注1） 「最先端システム LSI 設計プロジェクト」第 1 回 事後評価分科会説明資料（NEDO、2006 年） 
（注2） ASPLA の正式名称は「株式会社先端 SoC 基盤技術開発」。我が国における次世代半導体の設計・製造技術の標準化を図








• 1986 年 広島大学は、集積化システム研究センター（ナノデバイス・システム研究センターの前身）
を設立。 
• 1995 年 12 月 日本の主要半導体メーカー10 社により、（株）半導体理工学研究センター
（STARC）が設立される。国内大学と半導体産業界との共同研究を推進。 
• 1996 年 5 月 広島大学は、集積化システム研究センターをナノデバイス・システム研究センターに
改組。 
• 1998 年 4 月 広島大学と STARC は、次世代トランジスタモデルに関する共同研究を開始した。開
発した次世代半導体モデルは HiSIM と命名された。 
• 2001 年 STARC は、（社）電子情報技術産業協会（JEITA）の「あすか」プロジェクトに参加。大学と
の共同研究に加え、SoC の設計技術者育成や設計基盤技術向上等を実施。 
• 2001 年 10 月 広島大学と STARC は、共同研究により開発した HiSIM1.0.0 のソースコードとマニ
ュアルをベンダー向けに公開。 
• 2002 年 1 月 HiSIM1.0.0 のソースコードとマニュアルを一般向けに公開。 
• 2002 年 広島大学、21 世紀 COE プログラム（「テラビット情報ナノエレクトロニクス」）に採択される
（研究領域の一つ「デバイスモデリング」に HiSIM が含まれる）。 
• 2003 年 10 月 HiSIM2.0.0 のソースコードとマニュアルを STARC 株主会社に試験公開。 
• 2004 年 NEDO の「半導体 MIRAI プロジェクト」において、次世代トランジスタモデル HiSIM の高
精度自動合わせ込み技術が開発される。 
• 2004 年 7 月 広島大学の先端物質科学研究科内に「HiSIM 世界標準化推進室」を設置。 
• 2005 年 5 月 HiSIM2.0.0 のソースコードとマニュアルを CMC メンバーに公開。 
• 2005 年 7 月 広島大学、NEDO の支援下で「HiSIM 研究センター」を設立。 
• 2005 年 12 月 次世代 MOSFET 標準モデルで HiSIM が PSP に敗れる。 
• 2006 年 5 月 高耐圧トランジスタ LDMOS の CMC 標準モデル選定が開始される。 
• 2006 年 STARC は、JEITA の「あすかⅡ」プロジェクトに参加。新たな半導体設計技術（プロセスフ
レンドリー設計技術等）の共同開発を推進し、産学連携活動を強化。 
• 2007 年 12 月 LDMOS トランジスタの CMC 標準モデルに「HiSIM-LDMOS」が採択。 
• 2008 年 3 月 CMC 標準モデル選定過程でのリクエストに応じた機能改善を行ったモデル
                                                  
（注） 『広島大学における半導体技術の研究・教育』（岩田穆）、 『HiSIM モデルの国際標準化』（STARC）
（http://www.starc.jp/download/edsf2008/booth08.pdf）、『STARC Corporate Profile』、中国新聞記事













• 2008 年 12 月 CMC での HiSIM_HV の標準モデル認定作業が完了し、モデルが一般公開され
る。 
 
第 3-1-12 表 HiSIM モデルが CMC 標準モデルに採択された際の各モデルの投票数 
標準モデル投票 標準モデル候補 投票形式等の特徴 
 HiSIM-LDMOS MM20 EKV-HV  
第一回 
(2007/11/22) 39 25 3 
・3 モデルから 2 モデルを選定（各




42 2 - 
・2 モデルから 1 モデルを選定（各
社の持ち票は 1 票のみ） 
・CMC のメンバー企業 52 社のうち
46 社が投票権を所有（1 社が棄権、




¾ 広島大学 学術室学術企画グループ学術企画グループリーダー 青山恵子氏 
¾ 株式会社 半導体理工学研究センター（STARC）企画部 上級研究員 安藤宏氏 
¾ 広島大学 HiSIM 研究センター 研究員 植田栄治氏 
¾ 広島大学 学術室学術企画グループ 主査 小田繁之氏 
¾ 広島大学 産学連携センター 研究員（産学連携フェロー）清水谷卓氏 
¾ 広島大学 産学連携センター NEDO フェロー（客員研究員）薬学博士 鈴藤正史氏 
¾ 独立行政法人産業技術総合研究所 ナノ電子デバイス研究センター 顧問 工学博士 
廣瀬全孝氏  
¾ 株式会社 半導体理工学研究センター（STARC）企画部長代理兼標準化推進室長 古
井芳春氏 
¾ 広島大学 ナノデバイス・システム研究センター 理学博士 マタウシュ・ハンス・ユルゲン
教授 
¾ 広島大学 先端物質科学研究科 半導体集積科学専攻 理学博士 三浦道子教授 







２.  各事例での知的財産の取扱い 
  





2008 年 6 月 18 日）」においては、「「国際標準等世界が協業すべき分野での先導的役割を担う」と






さらに、「知的財産戦略の進捗状況 知的財産推進計画 2008 参考資料」（注3）（知的財産戦略本




信連合（ITU）の 3 機関共通の取扱いルールの運用が 2006 年 3 月から開始され、その取扱いルー















（注4） 『ISO/IEC Directives, Part 1』の Annex I Appendix 1 に掲載されている。 



































                                                  
（注1） 「ITU-T/ITU-R/ISO/IEC 共通特許方針の実施ガイドライン」（『ISO/IEC Directives, Part 1』の Annex I に掲載）の第 2 部
「ISO 及び IEC 固有の規定」。ITU の場合、ITU 特許情報データベースを調べるよう利用者に促す定型文が勧告の表紙に追記さ
れる。 




ることはない）」（「ITU-T/ITU-R/ISO/IEC 共通特許方針の実施ガイドライン」（『ISO/IEC Directives, Part 1』の Annex I に掲載）











当該事例に関連する規格は、JEITA 規格（注1）で発行された DCF 規格（CP-3461）、DCF 規格が
参考例として記載されている ISO 規格（ISO 12234-1）、及び DCF 規格に関連する CIPA 規格が存
在する。そのうちJEITA規格（CP-3461）と ISO規格（ISO 12234-1）については、規格の前書き部分
に、知的財産に関する記載がある。 
ISO 規格に関しては、企業は特許声明書を提出しており、特許声明書を提出した企業名が ISO 
12234-1:2007 の前書き、及び ISO の HP 上のデータベース（注2）に掲載されている。ISO のパテント
ポリシーでは、作成中に特許権が特定された発行文書には、特許権者名等を含む注意書きを記
載しなければならないとしている。 














ある。また米国では RAND（Reasonable and Non Discriminatory Licensing）フリー（特許料を取らな
い）という方式もあるが、これは機器製造販売事業を核とする我が国にとっては、一般的に不利な
方式である。 
                                                  
（注1） JEITA 規格は業界規格であり、規格の様式は、JIS Z 8301（規格表の様式）に準拠し、TSC-16（電子情報技術産業協会規格
類の作成基準）に基づき作成されている（JEITA HP より）。 
（注2） ISO HP
（http://isotc.iso.org/livelink/livelink/fetch/2000/2122/3770791/customview.html?func=ll&objId=3770791&objAction=browse






特許問題としては、Exif/DCF そのものに関してではなく、関連する技術である JPEG に関して、






我が国が提案した ISO の参考規格は、JEIDA 規格や CIPA 規格といった業界規格、フォーラム規格を
もとにしている。また当該分野は関連する特許も多く、特許声明書が多数提出されており、CP-3461 お
よび ISO 12234-1 では、規格の前書き部分について関連する特許を保有する企業の情報が記載されて
いる。現時点では、DCFのCIPA規格については、関連する特許は存在しないが、今後、規格を改定す
る際等に特許保有の声明があることは、否定できない。本項目では、DCF が関係する JEITA や CIPA、
ISO のパテントポリシーについてまとめる。 









a) 当該権利保有者は、当該権利の内容を明らかにした上で、当該 JEITA 規格類の適用に際し、無償
かつ非差別的に当該工業所有権等の実施を許諾する。 





審議中の CIPA 規格案が CIPA 規格となった場合： 
a) かかる CIPA 規格を採用する者に対して、合理的かつ非差別的な条件で、その時点で保有してい
                                                  
（注1） 経済産業省 基準認証ユニット 資料「基準認証を巡る最近の動向について～標準に含まれる知的財産の取扱いについて
～」（http://www.jisc.go.jp/jisc/data/hyouzyunbukai/jiscsc49/4_4chizai.pdf）より 
（注2） ISO/IEC Directives Part1 （http://www.iec.ch/tiss/iec/Directives-Part1-Ed6.pdf） 
（注3） 『工業所有権等に係わる標準化手続きの指針（TSC-15）』 
（注4） 『工業所有権等に係わる標準化手続きの指針（TSC-15）』、3.及び 4. 
（注5） 『標準化委員会に関する規則』（http://www.cipa.jp/hyoujunka/documents/std.pdf） 




































                                                  
（注1） 『標準化委員会に関する規則』、第 10 条（http://www.cipa.jp/hyoujunka/documents/std090206.pdf） 
（注2） 国際電気標準会議。代表的な国際標準化機関の一つ 
（注3） 国際電気通信連合。ISO、IEC と並んで代表的な国際標準化機関の一つ 
（注4） 『ISO/IEC 専門業務用指針（ISO IEC Directives）』（http://www.jsa.or.jp/itn/pdf/shiryo/directives01.pdf） 
（注5） ITU 電気通信標準化局（TSB） 








的財産が含まれることは殆どない（一部、JIS に関しては特許を含むものも存在する; JISR1703-2 は


























 CMC の上位機関である米国標準化団体 GEIA(Government Electronics and Information 
Technology Association)のパテントポリシーでは、標準に知的財産を含める条件として、権利者が
標準の使用を希望するものに対し、無償又は無差別の合理的条件下で実施許諾をする旨の声明
書を提出しなければならいないことを定めている。この点は ISO, IEC や ITU といった標準化機関と
                                                  












HiSIM モデルは広島大学と STARC の共同研究成果である。LDMOS においては、発明者は広





牽引していた BSIM(Berkeley Short-channel IGFET Model、UC Berkeleyの開発したモデル)や PSP
も特許を有しておらず全てフリーで提供している。CMC において HiSIM は、特許がある標準モデ
ルの初めてのケースであった。2008 年、機能改善や評価調査レポートを経たバージョンである
HiSIM_HV の公開が決定したが、同年 8 月の HiSIM_HV 公開認定投票では、オープンソースとして
の標準モデルを主張するメンバー数社の意見と、高耐圧モデル以外での特許使用に関しては
STARC の許諾を必要とするという STARC の意見が対立した。しかし、最終的には、同年 12 月の
CMC 会議で STARC 側の意見が認められ、HiSIM_HV の標準化における特許問題は決着した。 




３.  標準化活動における企業側のインセンティブ 
 




 「知的財産推進計画 2008－世界を睨んだ知財戦略の強化－」（注5）（知的財産戦略本部、2008 年
6月18日）」においては、「国際標準総合戦略」における上記戦略に関する取組を再確認し、より具
                                                  
（注1） 『Manual of Organization and Procedure （GEIA-OP-0001-C）』、7.2.5.1 
（注2） インタビュー結果より 









さらに、「知的財産戦略の進捗状況 知的財産推進計画 2008 参考資料」（知的財産戦略本部、


























































































































② 生分解プラスチックの評価試験方法（注 1） 









ある。MODA 法を用いた ISO 規格が出来るまでは、我が国の多くの樹脂メーカーは、ベルギーの
試験機関企業（OWS: Organic Waste Systems）や国内の分析メーカーに分析を依頼していたが、

































④ ナノテクノロジー（カーボンナノチューブ）(注 1) 










 また米国の場合、WG3 の座長は Intel の社員であり、WG2 の米国代表団のキーパーソンは










またこれまでの米国のモデル PSP は、HiSIM よりも、シミュレーションパラメータが多いため技術
的に複雑で、シミュレーション時間が長いといった問題を有するため大規模回路の開発に不向きと
考えられる（注4）。技術的に高度な HiSIM モデルが CMC の第 2 標準として採用されることは、半導
                                                  
（注1） インタビュー結果より 
（注2） 『ナノテクノロジーの実用化に向けて―その社会的課題への取り組み―』（阿多誠文編著、技報堂出版）、第 6 章 ナノテク
ノロジーの工業標準化と実用化戦略 柳下皓男 
（注3） インタビュー結果より 




















４.  今後の課題 
  






「アジア・太平洋標準化イニシアティブ」（2007 年 7 月）に基づく活動やアジア・太平洋電気通信共
同体における標準化活動への取組強化により、人的ネットワークの強化、国際標準案の共同提案
等に向けた取組を着実に実行し、アジア・太平洋地域諸国との更なる連携強化を図るとしている。 
また、「知的財産戦略の進捗状況 知的財産推進計画 2008 参考資料」（知的財産戦略本部、




（2007 年 7 月）等を挙げている。 
 以上の国家戦略や外部環境を鑑み、本節では、各事例から研究開発、組織体制・組織、人材、
企業参画、国際間協力に関する課題をまとめる。 






















¾ 家電の新事業・新製品企画に関連して、ゼロから ISO や IEC 規格を検討することは、企
業の自社事業戦略の観点から困難である。そこで、我が国の家電ビデオ業界では、競合
する他社と事業戦略が一致した場合（市場拡大や早期収益確保における標準化の有効
性が確認される場合）に、ISO や IEC といったデジュール標準化の前に業界規格の検討
が始まる。当該領域においては、ISO 等のデジュール標準だけでなく、フォーラム標準を
重視し、フォーラム活動を促進する基盤の構築が重要となる。 



































































り、技術委員会の了承を得て一年ほどかけて翻訳 JIS を作成されているが、JIS 化委員会
は 1 年で解散するので、解散前に修正対応が出来る体制を整備する必要がある。 

























































































¾ ISO 文書は技術論文ではなく、専門業務用指針（ISO Directives）に従った標準化文書の
書き方があるが、それを添削してくれる方がいなかったため、困ったことがある。ISO の文
書の作成及び国際会議への出席の経験が豊富である人材を確保する必要がある。 






























































































ISO は、各国の代表的国家標準機関の連合であり、スイス民法第 60 条及び関連条項に基づい
て、スイスにおける法人格を有する非政府組織である。2008 年 12 月時点での、ISO 加盟国は 157
ヶ国であり、2008 年度（１～12 月）の国際規格の制定及び改正数は、1,230 件である。また、これま
でに制定された国際規格数は 17,765 規格である（注2）。 
ISO は、国家間の製品やサービスの交換を助けるために、標準化活動の発展を促進することと、
知的、科学的、技術的、そして経済的活動における国家間協力を発展することを目的としている。
ISO の専門的作業の成果は、国際規格（IS: International Standard）として発行される（注3）。 
その設立時の経緯を以下に示す（注4）。 
・ 1926 年 ニューヨークにおいて万国規格統一協会(ISA: International Federation of 
National Standardizing Association)が設立される。 
・ 1944 年 国連規格調整委員会 (UNSCC: United Nations Standards Coordinating 
Committee)が設立される。 
・ 1946 年 産業革命が欧州諸国に伝播した結果、機械部品の互換性、工業製品の寸法統
合の必要が生じ、国際標準の重要性が高まるという大きな流れの中、万国規格統一協会
(ISA: International Federation of National Standardizing Association)と国連規格調整委員





                                                  
（注1） “International Organization for Standardization”、国際標準化機構 
（注2） “ISO in figures 2008” （http://www.iso.org/iso/iso_in_figures_2009.pdf） 
（注3） 『ISO 事業概要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター） 












してきたのが、国際規格である ISO 規格であった（注1）。 
また、2004 年の ISO 総会で承認された戦略において「国際貿易の円滑化」、「品質、安全、安全
保障、環境、消費者保護、及び、天然資源の合理的な利用の推進」、「技術と優れた実施手段の





れている。また、国際規格作成の中心となるのは、専門委員会（TC）であり、2007 年 12 月現在、計
201（注4）の TC が設けられている。規模の大きな作業プログラムの場合は、TC が分科委員会（SC）
を設置することがある(2008 年 1 月時点では、542 の SC が設置されている)。TC 及び SC は、特定
の業務について作業グループ（WG）を設置することができる(2008 年 1 月現在では、2,287 のＷＧ
が設置されている)。更に、TC 及び SC は、厳密に定義された問題を親委員会に報告するアド・ホッ
クグループを設置することができる。 
 ISO は IEC（注5）とジョイントで、情報技術の標準化を担当する合同専門委員会（ISO/IEC JTC 1）
を設置している。 




                                                  
（注1） WTO HP （http://www.wto.org/english/tratop_e/tbt_e/tbt_e.htm）より 
（注2） 『世界の規格便覧 第 1 巻 国際編』（日本規格協会） 
（注3） 『ISO/IEC Directive, Part 1』、『世界の規格便覧 第 1 巻 国際編』（日本規格協会）及び日本工業標準調査会（JISC）HP
（http://www.jisc.go.jp/international/iso-guide.html）に基づく 



















総会は毎年 1 回開催される。 
¾ その議事日程の中には、特に ISO 年次報告に関する活動、ISO 長期戦略計画と財務事項、及び
中央事務局に関する財務監事の年次財務状況報告が含まれている。 







¾ ISO の運営は、主要役員及び 18 の選ばれた会員団体からなる理事会によって決定される。 理事














・ 製品、工程、サービスの試験、検査、認証の実施並びに管理システム、試験研究所、検査   
                                                  
（注1） ISO HP（http://www.iso.org/iso/about/structure/structure_ga.htm）より 
（注2） ISO HP（http://www.iso.org/iso/about/jobs_at_iso_central_secretariat.htm）より 
（注3） ISO HP（http://www.iso.org/iso/about/structure/structure_council.htm）より 
（注4） 日本は 2009 年現在理事会メンバーである（理事会の中で役職というものは特になく、理事会の中での地位は全ての国で同
じである）。ISO HP（http://www.iso.org/iso/about/governance_and_operations.htm）より） 
（注5） ISO HP（http://www.iso.org/iso/about/structure/pdc_description.htm）より 

















   ・ 発展途上国の要望及び要求事項を確立し、会合において発展途上国を支援する活動を勧告
する。 
・ 発展途上国における標準化及び関連活動のあらゆる面を討議するための、また先進国と   
発展途上国間並びに発展途上国間同士の経験交換のためのフォーラムの提供。これらは国連
専門機関、IEC、その他の ISO 政策開発委員会と密接な連絡を取って行われる。  
 
【消費者政策委員会(COPOLCO）】（注2） 
・ 消費者が標準化による恩恵を受けるための援助方法と、国及び国際標準化への消費者の  
参加を促進させる方法の検討。  
   ・ 消費者の情報、訓練及び保護を標準化の観点から促進。  
   ・ 消費者参加に関する経験の交換、消費者分野における規格の実施、国及び国際標準化に   
おける消費者の利害関係上の問題、に関するフォーラムの提供。  
・ 消費者の利益に関係する業務を行っている他の ISO 機関との連携の維持。 
・ 権限内においてその他の活動又は研究を実施。  
 
5) 技術管理評議会（TMB）（注3） 




¾ ISO 専門活動の新分野に対する提案の審査、及び TC の設置及び解散に関するすべての事項に
ついての決定。  
                                                  














¾ 各 TC の名称、適用範囲及び業務計画の承認。 
¾ TC 幹事国の割当て又は再割当て、候補が複数ある場合の分化委員会（SC）幹事国の割当て又
は再割当て。 
¾ TC 議長の指名。 
¾ TC 及び SC の不活動に対する注意喚起。 
¾ ISO/TC と IEC（注1）など他の国際組織、地域組織間の技術的な調整問題の解決。 
¾ ISO と IEC 間の技術領域問題及び他の国際標準化団体との技術協力に関する事務総長への助
言。 







¾ 全ての会員団体は、TC 及び SC の業務に参加する権利を有しているが、参加の方法には、以下
のＰメンバー（Participating (P) Members）と O メンバー（Observers (O) Members）の 2 種類ある。 





¾ 国際規格作成の中心となるのは、TC である。TC の設置条件は、中央事務局が会員団体に対して
投票を要請し、これに応じて投票した国の 2/3 以上の賛成があり、かつ 5 ヶ国以上の国が P メンバ
ーとして積極的に参加することである。TC の幹事国は、TMB が割り当てる。 
¾ 規模の大きな作業プログラムの場合は、TC が SC を設置することがある。SC の設置には、TMB の
承認を条件として、TC メンバーによる投票の 2/3 以上の多数決により設置され、設立時に積極的
に参加する意志を表明した 5 カ国以上の TC メンバーの参加が必要である。また SC の幹事国は、
                                                  
（注1） 国際電気標準会議（International Electrotechnical Commission）の略で、各国の代表的標準化機関 から成る国際標準化
機関であり、電気及び電子技術分野の国際規格の作成を行う（JISC HP （http://www.jisc.go.jp/international/isoiec.html）より） 
（注2） ”ISO/IEC Directives Part 1" 1.5~1.14 
（http://www.iec.ch/tiss/iec/Directives-Part1-Ed6.pdf）より 





親 TC が割り当てる。ただし、複数国が同一の SC 幹事国の引き受けを申し出た場合は、TMB が
SC 幹事国の割当てを決議しなければならない。 
¾ TC 又は SC は、特定の業務について WG を設置することができる（注1）。WG は、限定された人数の
エキスパートと呼ばれる専門家で構成され、親 TC 又は親 SC に進捗を随時報告しなければならな
い。エキスパートは、彼らを任命した団体の代表としてではなく、個人として活動する。 
¾ TC 議長は TC 幹事国の指名に基づき、TMB によって承認され、その下部委員会を含む TC の運
営全般に関する責任を持つ。SC 議長は SC 幹事国が指名し、TC が承認する。 
¾ TC/SC 幹事国は規格開発作業の事務局を担当し、幹事国を割り当てられた会員団体は、TC 又
は SC に対し、確実に、専門的及び管理的な任務を遂行しなければならない。 




7）ISO/IEC JTC1（ISO/IEC 合同技術計画委員会） 
ISO/IEC JTC1 は、1987 年に ISO と IEC が共同で設立した専門委員会（TC）である。設立の目的は、
両機関における標準策定作業の重複を排除すること、及び、ISO 又は IEC の TC で策定された情報技
術に関する標準の互換性を確保することである。 
JTC1 は、ISO/TC97 と IEC/TC83 の合併によるものであり、1987 年 11 月に IEC/SC 47B が加わった。
JTC1 の担当領域の大部分は、他の TC が金融や交通といった特定のビジネスの領域に適用可能な応
用標準を策定できるように、情報技術の領域における基礎標準（“base standards”）を策定することであ
る。JTC1 が策定した標準としては、MPEG や IC カード（“smart cards”）などがある。 
JTC1 は、独自の業務手順を定めているが、ISO と IEC は、業務手順の調和を目指し、可能な限り
“ISO/IEC Directives” と整合性を取りながら、業務に取り組んでいる（注2）。 
2009 年 2 月時点の、ISO/IEC JTC1 に参加するＰメンバーの数は 42 であり、O メンバーの数は 44 で
ある。また、JTC1 における SC の数は 17 であり、その他にも JTC1 には、特別作業部会（Special Working 
Groups）が 4 つ、IT ガバナンスに関する作業部会（Working Group）が一つ存在する（注3）。 





                                                  
（注1） 『世界の規格便覧 第 1 巻 国際編』（日本規格協会） 
（注2） 『ISO/IEC JTC 1 N 9477』（http://isotc.iso.org/livelink/livelink?func=ll&objId=2541875&objAction=browse&sort=name） 
（注3） ISO/IEC JTC1 の HP 
（http://isotc.iso.org/livelink/livelink/fetch/2000/2122/327993/755080/1054033/2314809/customvi 
ew.html?func=ll&objId=2314809&objAction=browse&sort=name）より 
（注4） 国際電気通信連合(International Telecommunication Union）。1932 年発足。国際連合（UN）の専門機関ので、三大国際標





れる。MPEG-2 Video（ISO/IEC 13818-2）と MPEG-4 AVC（ISO/IEC 14496-10）は、Moving Picture 
Experts Group（ISO/IEC JTC1 SC 29/WG 11）に対応する動画像圧縮符号化標準である。これらは
ITU-T との連携で開発されたものであり、勧告（ITU が策定する標準）H.262 と H.264 は、それぞれ、
MPEG-2 Video と MPEG-4 AVC と全く同じ技術内容である（注1）。 
 
＜参考：MPEG の標準化プロセス＞（注2） 




（1995 年）。MPEG-2 は、第 1 部はシステムでメディアをパケットにする技術を扱っており、第 2 部はビデ
オの符号化を扱っている。MPEG2 の標準化活動では、ISO/IEC JTC1 は、ITU と協力して規格策定を
進めた。 
次の世代の規格として、H.264 を ISO/IEC と ITU が共同策定し（2003 年）、ISO/IEC では
MPEG-4AVC（通称 AVC）として規定されている。 
H.264 は、ITU-T の VCEG（Video Coding Experts Group）と ISO/IEC JTC1 の MPEG が合同で、JVT
（Joint Video Team）を結成して標準化作業を進めた。MPEG-2 における標準化の際のような正式な手
続きを踏んではいないが、実質的に共通化（MPEG-４AVC/H.264）されている。正式に共通化を行うた
めには承認プロセスを踏む必要があり、時間がかかる為、正式な共通テキストとはされなかった。 
                                                  
（注1） 『インプレス標準教科書シリーズ 改定三版 H.264/AVC 教科書』（大久保榮監修）、及び一部インタビューより 






第 3-2-1 図 ISO 組織図（注） 
 
 
                                                  






ISO と他の標準機関との関係機関としては、まず IECと ITU との協力体制である世界標準協力（WSC: 





後に、照会原案投票に付すために提出することを提案できるため、TC 又は SC に対する影響力が大き
い。 
¾ カテゴリーA（TC 又は SC が取り扱う課題に関する業務について、その TC 又は SC の業務に効果
的な貢献をする機関） 
¾ カテゴリーB（注2）（TC 又は SC の業務に関して、常に情報の提供を受けたいとの意向を表明した機
関） 







属の TMB が担当する。 
ISO 委員会の会議では、各国の国内対応委員会から選出された代表者が国代表として参加す
る。国代表は、委員会業務全体を通じてメンバーの見解を表明し、委員会業務の見直しに参加す




遂行する必要がある。特に TC の議長は SC と WG を含め、委員会を全般的に管理する責任があ
る。委員会関連のすべての重要事項について TC 幹事国を通じて TMB に助言することが TC 議長
に要求される。そのため、TC 議長は SC 議長や WG コンビナー（注4）から報告を受ける必要がある。 
TC 及び SC の幹事は、担当する委員会の業務計画の全プロジェクトを、合意された目標期日に
対するプロジェクトの進捗状況の監視も含めて、管理する責任がある。TC 幹事国は、技術管理評
                                                  
（注1） 『ISO/IEC Directive, Part 1』及び ITU-T の HP（http://www.itu.int/ITU-T/wsc/）より 
（注2） カテゴリーＢは、2008 年 12 月を持って廃止になった。2009 年３月現在、カテゴリーB,C,D の見直しが検討されている。 
（注3） 『Joining in – Partiipating in International Standardization』（http://www.iso.org/iso/joining_in_2007.pdf）、（『My ISO job』
（ISO：http://www.iso.org/iso/my_iso_job.pdf）、『ISO/IEC Directive,Part1』より 





議会が、SC 幹事国は、TC が割り当てる。 





TC 及び SC の運営費は、その TC/SC の幹事国を引き受けている会員団体が直接負担している
（注1）。 
会議の準備は、以下の手順で進められる。 











ISO における規格策定の手順は、以下の 6 つの段階からなる。ISO において標準獲得を目指す
上で、大きなハードルとなるのは、新作業項目（NP）の提案と国際規格原案（DIS）の承認である。
NP 提案では、提案段階で投票した P メンバーの単純過半数による賛成、及び賛成した国のうち 5
ヶ国以上からエキスパートと呼ばれる技術専門家の参加（新規プロジェクトが承認される際に、参加
している ISO 会員団体が指名（注4））の必要がある。DIS の承認は一般投票であり、加入メンバーが
投票を行う。承認には反対が投票総数の 1/4 以下であり、かつ TC 又は SC の P メンバーによる投




各国加盟機関、TC もしくは SC の幹事等が新たな規格の策定、現行規格の改定を提案する。中
央事務局は各国に提案に賛成か反対かを 3 ヶ月以内に投票するよう依頼し、投票した TC/SC の P
                                                  
（注1） 『ISO 事業概要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター） 
（注2） 『Joining in – Partiipating in International Standardization』（ISO）より 
（注3） 日本工業標準調査会（JISC）HP（http://www.jisc.go.jp/international/iso-prcs.html）より 










提案の承認後、TC もしくは SC の WG において WD の策定に当たる専門家を TC や SC の幹事
が P メンバーと協議して任命する。任命された専門家はＷＧにおいて WD を検討作成し、NP 提案





WD は CD 案として登録され TC もしくは SC の P メンバーに意見照会のため回付し、P メンバー
の意見を踏まえ、幹事を中心に CD 案を検討し、必要に応じて修正する。総会でのコンセンサス又






票期間 5 ヶ月間、登録から 24 ヶ月以内）。投票した TC もしくは SC の P メンバーの 2/3 以上が賛





中央事務局が登録された FDIS を全てのメンバー国に投票のため回付（投票期間 2 ヶ月。この段
階での規格内容の修正は認められない。登録から 33 ヶ月以内）する。投票した TC や SC の P メン
バーの 2/3 以上が賛成し、かつ反対が投票総数の 1/4 以下の場合 FDIS は承認され国際規格と















ISO/IEC JTC1 においては、1998 年に迅速手続（Fast-track procedure）制度を導入している（注2）。
迅速手続では、各国で一定の実績のある規格が、TC/SCメンバー又はISOと提携関係にある国際
的標準化機関（ECMA(欧州コンピュータ工業会)、ITU 等）から ISO 事務総長に国際規格提案され
た場合、「作業項目の作成」を実施し条件が満たされれば、「WD の作成」と「CD の作成」の作業手
続を省いて DIS 登録されることになる。 
 
⑤国際法や各種規制等との関係 
z WTO/TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定）（注3） 
WTO 協定（注4）は世界貿易機関の設立を定めた国際条約であり、自由、無差別、多角的貿易体
制を原則としている。また、TBT 協定は WTO 協定の付属書に含まれており、WTO 加盟国全てに
                                                  
（注1） 日本工業標準調査会（JISC）HP（http://www.jisc.go.jp/international/iso-prcs.html）より 
（注2） ISO/IEC JTC 1 Directives 第４版より 















する待遇と同等以上の待遇を与えることを確保する。（第 2 条の 1） 
・ 国内の強制規格は、国家安全保障上の必要性など正当な理由が無い限り、国際貿易上の不
必要な障害をもたらす目的で作成してはならない。（第 2 条の 2） 
・ 国内の強制規格は、気候上、地理的な理由など正当な理由が無い限り、原則として国際規格
を基礎として作成しなければならない。（第 2 条の 4） 
・ 中央政府機関は付属書 3 の任意規格の立案、制定及び適用のための適正実施基準を各標








⑥国内での ISO に関する対応、組織（注） 
我が国の ISO 代表組織は、国の審議会である日本工業標準調査会（JISC）である。JISC の事務
局は、経済産業省産業技術局基準認証ユニットに置かれている。 





JISC から ISO 国内審議団体へと委託される業務には、①ISO 規格策定に関する国際委員会
（TC/SC/WG）活動への参加、②ISO 規格案の審議と投票、及びそのための審議委員会の編成と
運営、③TC/SC 幹事国業務と WG コンビナー業務、がある。 












ォーラム標準を重視していたが、1995 年の WTO/TBT 協定の発効後は、デジュール標準に力を
入れており、ISO における TC/SC の幹事国引受数が急増している。また、アジア諸国でも、中国・








つであり、ISO と CEN との間でウィーン協定と呼ばれる協力協定が結ばれている。 
また、欧州の標準化に対する方針として、2004 年に、「欧州の政策及び法規の枠組みにおける
欧州標準化の役割」に関する報告が欧州委員会によってとりまとめられ、これを受けた 2004 年 12 
月の欧州理事会の結論文書では、ISO 等における国際標準化を促進する活動及び国際規格の
EU 標準化の続行等の措置が提案された。また、この提案を受け、情報通信、輸送等の分野別に、
課題、実施主体、期限を定めた「欧州標準化アクションプラン（Action Plan for European 








  ISO と CEN は規格開発の情報を両者の中央事務局を介して交換する。CEN リードの場合は、
ISO/TC/SC の要請で CEN/TC の関係情報の提供を受けることが可能。 
                                                  
（注1） 日本規格協会 HP（http://www.jsa.or.jp/aboutus/guide.asp） 
（注2） 欧州委員会 HP（http://ec.europa.eu/enterprise/standards_policy/action_plan/index.htm）、『The role of European 
standardisation in the framework of European policies and legislation』（欧州理事会）及び『国際標準総合戦略』（知的財産戦略本
部）より 







  欧州代表は ISO 委員会へは MB として参加できるが、非欧州国は CEN 委員会へは参加できない。
そこで、ISO 委員会が正式に指名した代表（4 名まで）が CEN 委員会へ参加できると取り決めてい
る。CEN 委員会では討議に参加できるが議決権はない。 
・規格の共同開発と ISO/CEN 並行投票 
  ISO と CEN 双方が、それぞれの委員会の P メンバーの過半数の賛成で、合意すると、規格の共同
開発が可能。規格開発を ISO が担当する“ISO リード”と、CEN が担当する“CEN リード”があり、国
際機関である ISO リードが常態であるが、ISO 委員会の決議で CEN 委員会に策定を委ねることが
できる。特に、対象規格が EU 指令の対応領域である（New approach）場合には、CEN リードが原則











しかし、1995 年に WTO/TBT 協定が発効されたことにより、国際標準化機関が策定した国際
標準（デジュール標準）を、各国の国内標準の基礎として用いることが義務付けられたため、米国
は、デジュール標準の強化を目指した。2001 年には、巨大な市場を有する中国が WTO に加盟
し、米国のデジュール標準重視の方向に拍車をかけた。米国は、ISO における TC や SC の幹事
国引受数の増加に関して 1990 年代から力点を置いていたが、1996 年にはそれまで世界第 2 位だ
った英国を抜いて 2 位になり、その後も幹事国引受数を伸ばし、2000 年～2004 年はドイツを抜き
世界 1 位になった。その後、再びドイツに抜かれて、2007 年度ではドイツに次いで 2 位の地位を保
っている（注2）。 
また 2005 年に国家標準戦略として米国標準戦略（USSS: United States Standards Strategy）を
定めた。USSS は 2000 年に策定された米国国家標準戦略（NSS : National Standards Strategy for 
                                                  
（注1） 『United States Standards Strategy』（United States Standards Strategy Committee）、『国際標準総合戦略』（知的財産戦略本
部）及び『ISO Memento 2007』（『ISO 事業概要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター）からの二
次引用）より 
（注2） 1996 年度の TC 及び SC の幹事国業務引受数は、合計して 124（英国は 119）。2001 年度は、合計して 139（ドイツは 124）、
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the United States）を改定したものである。USSS では戦略的ビジョンの一つとして、ISO 等の 1 ヶ国
につき１機関が参加する標準化機関においては、国家代表機関が、管理プログラムと技術プラグラ
ムの両面から米国の標準戦略を促進することを挙げている。 
JTC 1 を除くと、ISO で米国が幹事国を担当する専門委員会（TC）の数は 30、SC の数は 91、WG
の数は 468 である。また、米国は JTC 1 の幹事国を担当している（2007 年度末）。 
 
 ｃ）中国・韓国 





化機関での投票権を有している。また、SAC は、ISO 及び IEC の国内審議体としての諸活動を組
織する責任を負うと同時に、標準化に関する国際間協調の実施やプロジェクト面での交流も認可、
組織している（注3）。さらに、標準化研究を行う国家レベルの社会公益性科学研究機関として、中国
標準化研究院（CNIS）が存在しており、SAC が CNIS のさまざまな研究活動を指導している（注4）。 
 中国の標準化体制は、SAC による国家規格、他の政府機関によるセクター規格、地方政府機関
による地方規格、産業界等による業界規格の 4 層構造で構成されている（注5）。 
 2006 年 12 月の時点で、国際規格や海外規格から作られた国内規格の数は 9,931 であり、その
内訳は、ISO 対応規格が 5,064、IEC 対応規格が 2,075、ISO/IEC 対応規格が 314、ITU 対応規格
が 50、それ以外の規格が 2,428 となっている（注6）。 
2007 年度末の時点で、中国が ISO で幹事国を担当する TC の数は 8、SC の数は 9、WG の数
は 26 である（注7）。 
韓国は、国内市場が十分な規模ではないため、常に輸出市場を意識した製品・技術開発を行う
必要に迫られており、国際整合や自国技術の国際標準化への国家戦略としての意欲が非常に高
い。韓国の国内審議団体の、韓国標準技術院（KATS：Korean Agency for Technology and 
Standards）は、2005 年 8 月、「IT 標準化 5 ケ年計画（2006～2010）」を発表し、2010 年までに情報
通信分野での205技術の国際標準採択を目指すために、国内の標準化に向けた技術開発を奨励
し、また国際標準化提案の強化を積極的に推進している（注8）。 
                                                  
（注1） ITU の HP（http://www.iso.org/iso/about/iso_members/iso_member_body.htm?member_id=1635） 
（注2） ジェトロ HP（http://www3.jetro.go.jp/jetro-file/data/search/13/13001371.html）より 
（注3） ITU の HP（http://www.iso.org/iso/about/iso_members/iso_member_body.htm?member_id=1635） 
（注4） ジェトロ HP（http://www3.jetro.go.jp/jetro-file/data/search/13/13001371.html）より 
（注5） 経済産業省『主要国における国際標準戦略』
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/cycle/dai6/6sankou2.pdf）より 
（注6） SAC の HP（http://www.sac.gov.cn/templet/english/ShowArticle.jsp?id=3313）より 




2007 年度末の時点で、韓国が ISO で幹事国を担当する TC の数は 2、SC の数は 9、WG の数
は 14 である（注1）。 
このような状況において、中国・韓国は、東アジアにおける国際標準化活動の提携に向け、我が
国と 2002 年度から日中韓の標準化関連機関において年１回の合同会合を開催している（注2）。 








(２) ISO と我が国との関わり 









近年の世界経済のボーダレス化による国際取引の増大に伴い、ISO や IEC などの国際規格の
重要性が増しつつある。国際規格と国家規格の整合化を図ることにより、製品や技術を世界共通




                                                                                                                                                  
会（JEITA）国際標準化対応支援委員会（CISAP）の CISAP ニュースレター（2009 年１月） 
（http://home.jeita.or.jp/tss/CISAP_NEWS3/CISAP_NEWS3.html） 
（注1） 『ISO Memento 2007』に基づく（『ISO 事業概要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター）から
の二次引用） 
（注2）社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）国際標準化対応支援委員会（CISAP）の CISAP ニュースレター（2009 年１月）
（URL: http://home.jeita.or.jp/tss/CISAP_NEWS3/CISAP_NEWS3.html） 
（注3）社団法人情報処理学会 情報規格調査会 HP（http://www.itscj.ipsj.or.jp/topics/keisan.html l） 
（注4） インタビュー結果より 
（注5） インタビュー結果より 
（注6） 日本工業標準調査会 HP（http://www.jisc.go.jp/jis-act/index.html）及び日本規格協会 HP
（http://www.jsa.or.jp/domestic/domestic.asp）より 
（注7） 日本工業標準調査会 HP（http://www.jisc.go.jp/jis-act/adjustment.html）より 
94
2007 年度末の時点で、韓国が ISO で幹事国を担当する TC の数は 2、SC の数は 9、WG の数
は 14 である（注1）。 
このような状況において、中国・韓国は、東アジアにおける国際標準化活動の提携に向け、我が
国と 2002 年度から日中韓の標準化関連機関において年１回の合同会合を開催している（注2）。 
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会（JEITA）国際標準化対応支援委員会（CISAP）の CISAP ニュースレター（2009 年１月）（URL: 
http://home.jeita.or.jp/tss/CISAP_NEWS3/CISAP_NEWS3.html） 
（注1） 『ISO Memento 2007』に基づく（『ISO 事業概要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター）から
の二次引用） 
（注2）社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）国際標準化対応支援委員会（CISAP）の CISAP ニュースレター（2009 年１月）
（URL: http://home.jeita.or.jp/tss/CISAP_NEWS3/CISAP_NEWS3.html） 
（注3）社団法人情報処理学会 情報規格調査会 HP（http://www.itscj.ipsj.or.jp/topics/keisan.html l） 
（注4） インタビュー結果より 
（注5） インタビュー結果より 
（注6） 日本工業標準調査会 HP（http://www.jisc.go.jp/jis-act/index.html）及び日本規格協会 HP
（http://www.jsa.or.jp/domestic/domestic.asp）より 






野においては、元来 JIS 化が進められていることも多く、JIS 化の後に ISO 化が図られるのが一般的
であった。 
また、別の事例で JIS 化が優先された理由は、JIS 規格は、ISO 規格と比べて国際会議の折衝の
必要性が少なく、規格制定までの時間が短くなるためであった。 
 しかしながら、「国家標準化戦略目標」（経済産業省、2006 年 11 月 29 日）（注1）において、国家的
な戦略目標として「国際標準化活動への取組を抜本的に強化すること」が掲げられたこと、さらに当
該技術がかなり新規性のある手法・提案であるこということもあり、ISO に最初に提案を行うこととな




格を取得するという選択肢もあったが、最近は ISO 化が中心になっている（注2）。 
「ISO 取得後の JIS 化」については、ISO 規格を、技術的な内容を変えないまま JIS 規格にするこ
とが多く、そうした規格は「翻訳 JIS」と呼ばれることがある。我が国の産業界からは、英語の規格の






者は標準化活動に携わるものが多いため、当該分野では JIS 化されることはない。 
 
② 我が国の ISO での貢献 
1) 資金面での貢献 
ISO の運営費は中央事務局の運営費と TC/SC 委員会の運営費により構成される。中央事務局
の運営費は、ISO 加盟国が拠出する分担金と出版物販売による収入によって賄われている。各加
盟国が支払う分担金は各国の GNP と貿易指標によって決められる。TC/SC 委員会の運営費は、
TC/SC の幹事国業務を引き受けている会員団体が直接負担している（注4）。 
我が国の分担金の負担額は１億 3,000 万円である（注5）。 
                                                  
（注1） 経済産業省 HP（http://www.meti.go.jp/policy/standards_conformity/files/sennryakumokuhyo.pdf） 
（注2） インタビュー結果より 
（注3） 日本規格協会『平成 19 年度事業報告書』（http://www.jsa.or.jp/aboutus/pdf/19houkoku.pdf）及び「ISO14000s 規格開発
状況」（http://www.jsa.or.jp/stdz/iso/iso14000.asp）より 
（注4） ISO HP（http://www.iso.org/iso/about/discover-iso_how-the-iso-system-is-financed.htm）及び『ISO 事業概要 2008』（国
際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター）より 








者によるボランティア的な活動によって支えられている（注1）。   
 
2) 幹事国・議長（注2） 
我が国の ISO に関する貢献度を測る尺度の一つとして、TC や SC の幹事国引受数がある。2007
年末の時点で、我が国が幹事国を担当する TC の数は 12、SC の数は 37、WG の数は 134 である
（ISO /IEC JTC1 を除く）。 
TC 幹事国引受数では、2007 年末の時点で、独国（34）、米国（30）、英国（21）、仏国（18）に次
ぎ、スウェーデンと並び 5 位である。SC 幹事国引受数でも、独国（98）、米国（91）、英国（63）、仏国
（57）に次ぎ 5 位である（注3）。 
幹事国を担当した場合、国際幹事は指名できるが、議長は適格と判断する人に頼まなければな
らないため、議長を日本人がやるとは限らない。 






我が国は 2007 年末時点で、全 TC201 のうち 157 の TC に P メンバーとして参加し、34 の TC に
O メンバーとして参加している。不参加の TC の数は 10 である。また、ISO/IEC JTC1 には P メンバ
ーとして参加している（注5）。また、自国における ISO の会議の開催回数も貢献度の指標になる。国
際会議は、参加国の持ち回りで行われ、開催資金は、国内審議団体が負担している。その際、一
部は、日本規格協会が支援している。2009 年には 17 の会議が日本での開催を予定している（注6）。 
 
③ 我が国の ISO に対応した体制・活動（注7） 
ISO は 1 国 1 票が原則であり（注8）（one member in each country（注9））、ISO に対する我が国唯一
の会員として、日本工業標準調査会（JISC）が参加している。JISC の事務局は経済産業省産業技
術局の基準認証ユニットに設置されている。 
                                                  
（注1） 情報処理学会 HP（http://www.itscj.ipsj.or.jp/jp/president.html）より 
（注2） JSA の HP、インタビュー結果より 
（注3） 『ISO Memento 2008』（『ISO 事業概要 2008』（国際標準化協議会 日本規格協会 国際標準化支援センター）からの二次
引用である）より 
（注4） インタビュー結果より 
（注5） 『ISO 事業概要 2008』より 
（注6） JISC HP（http://www.jisc.go.jp/international/iso-meeting.html）より 
（注7） インタビュー結果より 
（注8） 『国際標準化戦略目標』（http://www.jisc.go.jp/policy/pdf/senryakumokuhyo_gaiyo.pdf）より 








は Head of Delegation と呼ばれ、会議では JISC の意向を、必要に応じて参加者意見を取りまとめ
て発言する（注）。 
こういった JISC を中心とした国際標準化活動の支援体制の効率化を目的に、日本規格協会





















































④ 企業と ISO との関わり 
『ISO/IEC に関する国内対応体制について及び現状の国際標準専門家の profile』（経済産業省
基準認証政策課、知的財産戦略本部知的創造サイクル専門調査会 2006 年 10 月 25 日資料）（注2）
に拠れば、企業は、ISO に対して企業単位や業界団体単位で関わる。例えば、ISO/IEC 国内審議






                                                  
（注1） 『国際標準総合戦略』（知的財産戦略本部）より編集 
（注2） URL（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/cycle/dai7/7sankou1.pdf） 

































































① 我が国の ISO への貢献 
ISO における貢献度を測る指標として幹事国、国際幹事、議長の数が存在する。しかし、我が国























企業の ISO の参加形態として、国内審議委員会への参加、国際会議出席者の輩出、及び ISO




















































¾ 三菱電機株式会社 情報技術総合研究所 マルチメディアシステム技術部長 浅井光太郎
氏 
¾ 三菱電機株式会社 開発戦略部 連携推進グループ 専任 近澤武氏 
¾ 財団法人日本規格協会 国際標準化支援部 参事 澤田 位氏 
¾ 財団法人日本規格協会 国際標準化支援部国際支援課長 堤 紳介氏 
¾ 東京理科大学 基礎工学部 電子応用工学科 教授 工学博士 羽田野 甫氏 
¾ 独立行政法人海上技術安全研究所 国際連携センター長 吉田 公一氏 















２. ITU（注 1） 
   


















率的運用の促進することである。加盟国数は 191 か国(2009 年 3 月時点)で、本部はスイスのジュネ
ーブにある。 
その設立時の経緯は以下の通りになっている（注3）。 
・ 1865 年 パリにおいて万国電信連合が設立される。 
・ 1906 年 ベルリンにおいて国際無線通信連合が設立される。 




                                                  
（注1） 正式名称は、国際電気通信連合（International Telecommunication Union）である。 
（注2） 『世界の規格便覧 第 1 巻 国際編』（（財）日本規格協会）、日本 ITU 協会 HP、ITU HP、及び（社）情報通信技術委員会 HP
より 
（注3） ITU HP（http://www.itu.int/net/about/landmarks.aspx）より 
（注4） 当時の電信システムの遅さや繁雑さを改善するため、多くの国々が、国家間の電信ネットワーク接続を容易にするための取り
決めを策定しようと思い立つに至ったことが、万国電気通信連合（旧 ITU）設立への動機とされる。（『世界の規格便覧 第１巻 国
際編』（（財）日本規格協会）より） 
（注5） 1865 年に調印された国際電信条約を後々でも修正しやすくすることが、万国電気通信連合（旧 ITU）の基本的な目的とされ






ITU は、ISO や国際電気標準会議（IEC: International Electrotechnical Commission）と異なり民
間企業もセクターメンバー（部門構成員：ITU 会合や研究委員会の活動に参加可能）やアソシエー
ト（準部門構成員：特定の研究委員会に参加可能）（注2）として加盟可能で、標準策定手続きに携わ

























                                                  
（注1） 『世界の規格便覧 第１巻 国際編』（（財）日本規格協会）のうち、第 3 章、3.3 ITU、3.3.2（1）ITU の歴史より 
（注2） 分担金の負担がセクターメンバーの 1/3。勧告案の作成作業には参加できるが、意志決定（研究課題や勧告の承認）には関
与できない。（日本 ITU 協会 HP（http://www.ituaj.jp/01_ga/14_01_k_annai.html）） 
（注3） 日本 ITU 協会 HP（http://www.ituaj.jp/index_11_faq.html#01）より 
（注4） 国際電気通信規則第 6 項 











る（第 3-2-4 図参照）。 
ITU における予算は、2 年に 1 度、理事会によって承認され、PP が規定した予算の限度枠を超
えてはならないとされている（注1）。 
 ITU と対外的な団体との連携・協力については、勧告 A.4（対外的な団体とのコミュニケーション）、
勧告 A.5（ITU-T 勧告が外部の標準を参照する場合の基準）、及び A.6 勧告（ITU-T と地域及び
国内標準化機関とコミュニケーションする際の資格審査基準）が定められている。 
勧告 A.4 に適格な機関とは、ITU-T または傘下の SG と情報交換を行うのに適格なフォーラム／
コンソーシアムであり、代表的な適格機関としては、ASN.1 Consortium（Abstract Syntax Notation 
One Consortium）、UNICODE Consortium 、W3C (World Wide Web Consortium)等が挙げられる
（注2）。 
勧告A.5に適格な機関とは、ITU-Tの勧告にその標準を引用するのが適格な標準化機関であり、
代表的な適格機関としては、Ecma International、IEEE（The Institute of Electrical and Electronics 
Engineers, Inc）、UNICODE Consortium、W3C 等が挙げられる。 
勧告 A.6 に適格な機関とは、ITU-T またはその傘下の研究委員会（SG）と協力及び情報交換す
るのに適格な国家標準化機関または地域標準化機関であり、代表的な適格機関としては、IEEE
や UNICODE Consortium 等が挙げられる。 
ITU-T と ISO/IEC は、正式なガイドラインが制定される以前から協力体制を築いていたが、
ISO/IEC/JTC 1 と ITU が、協力方法のさらなる発展のため、その文書化を決定し、1993 年に
「Guide for ITU-T and ISO/IEC/JTC 1 Cooperation」を取りまとめ、相互に標準化業務に参加して
いる（注3）。 
勧告案の実質的な審議は SG の中の分科会である研究作業部会（WP）で行われる。WP は SG
ごとのテーマに基づいた議題ごとの作業グループであり、主に各国の電気通信主管庁（我が国は
総務省）と通信機器製造会社等が参加する。WP で作成された勧告草案は SG に提出され、承認、
勧告となる、また、WTSA に持ち込まれて承認、勧告となる場合もある。 
 
                                                  
（注1） ITU HP（http://www.itu.int/aboutitu/budget/2006-2007/index.html）より 
（注2） ITU HP（http://www.itu.int/ITU-T/lists/qualified.aspx#forums）に勧告 A.4～A.6 の適格機関の一覧が掲載されている 








の決定や、4 年ごとの戦略・資金プランの採決、及び ITU の senior management team、理事会メンバー、





理事会は、1947 年に米国で開催された PP の決定を受け、同年に設立された機関である。理事会に
は、ITU 加盟国の最大 25%が入ることができる。理事国メンバーは、PP において選定され、世界五地域
での理事国メンバーの均等配分の必要性を十分に配慮した選定が行われる。現在の理事国メンバー




















ついては、ITU 憲章の第 18 条と、ITU 協定の第 13 条に依拠している。 
                                                  
（注1） ITU HP（http://www.itu.int/plenipotentiary/）より 
（注2） ITU HP（http://www.itu.int/aboutitu/overview/council.html）より 









世界／地域無線通信会議は、3 年もしくは 4 年ごとに開催される。WRC の業務は、無線通信規則の
再検討作業や、必要に応じての改正作業である。改正作業は、ITU 理事会が、前回の WRC で策定さ
れた決議（議題案）を考慮した上で、決定した行動計画に基づいて行われる。WRC の行動計画の一般
的範囲については 4 年～6 年前加盟国から提案され、その後、WRC の 2 年前に、ITU 理事会で、加盟
国の過半数の意見が一致した段階において、最終的な行動計画が確定する。 










る。通常は、3 年もしくは 4 年ごとに開催され、この直近数年では、WRC と同じ場所でその直前に開催す
ることが慣例となっている。 
RA が行う業務は、以下の通りである。 
・ WRC 準備作業やそれ以外の研究課題を研究委員会に割り当てる 
・ ITU 上部会議からのそれ以外の要望に対する応答する 
・ 将来の WRC の検討課題としてふさわしいテーマを提示する 







                                                  
（注1） ITU HP（http://www.itu.int/ITU-R/index.asp?category=conferences&rlink=wrc&lang=en）より 
（注2） ITU HP（http://www.itu.int/ITU-R/index.asp?category=conferences&rlink=ra&lang=en）より 





され、新規プロジェクトが立ち上がる。WTDC は次の 4 年間の行動計画やガイドラインの策定が業務で
あ る の に 対 し て 、 地 域 電 気 通 信 開 発 会 議 （ RTDC ） の 業 務 は 、 全 て の 目 標 の 「 進 捗 状 況 」
（"work-in-progress"）を審査することや、目標の達成を確認することであるように、役割が異なる。また、
RTDC では、各地域での関連諸国が連携して自身の地域のニーズや ITU-D 部門での現在や将来のプ
ロジェクトについての調査や議論を行う。 
以下に、WTDC の歴史を、簡潔に纏める（注1）。 
・ 第 1 回 WTDC：1994 年にブラジル（ブエノスアイレス）で開催。ITU-D の 4 年間の活動を設定した
「ブエノスアイレス・アクションプラン」が採択された。 




・ 第 3 回 WTDC：2002 年にトルコ（イスタンブール）で開催。作業計画やガイドラインが策定された。
また、情報通信技術（ICT）の急速的かつ拡散的な拡大による情報格差の進行を深く受け止め、
ICT 研究の課題や優先順位が規定された。 
・ 第 4 回 WTDC：2006 年にカタール（ドーハ）で開催。第 3 回での情報格差に関連した問題の継承
と同時に、発展途上国での情報通信のインフラや諸制度を維持、強化するための国際間協力の
推進を目的とする。真のグローバル情報社会を創設するペースを上げる必要性を強調したドーハ
宣言と、次期 4 年間の課題を定めた「ドーハ・アクションプラン」が採択された。 
 
                                                  






































   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   





























































また、ITU-T と ISO/IEC JTC1 が協力して規格を策定する場合がある。このような協力は、ITU-T















よそ 20 ずつある。「研究課題」は提案ベースで作られ、その提案を検討した後に、その後 SG 全体
で、承認する仕組みである。 
SG15（光及びその他の伝送網）が一番大きなグループで、毎回、300 人くらいが参加する。小さ
い SG では 50 人程度である。平均すると一つの SG に 100 人以上の参加がある。我が国からの参





文書が他の SG に関わりがあると思われる際に、リエゾン文書を作成し関係 SG に提出する。境界領








                                                  
（注 1） 『Guide for ITU-T and ISO/IEC JTC1 Cooperation』より 
（注 2） インタビュー結果より 
（注 3） ITU-T の SG15（光及びその他の伝達網）の WP は、WP 1/15（光及びメタリックアクセス網）、WP 2/15（光伝達網（OTN）
技術）、WP 3/15（光伝達網（OTN）の構造）の 3 つに区分される。各作業部会の下には研究課題（Question）が設定され、SG15










ITU-T、ITU-R 及び ITU-D の勧告案を検討する研究委員会（SG）とそのテーマを第 3-2-5 表、
第 3-2-6 表、第 3-2-7 表に示す。SG は統廃合（リストラクチャリング）をする際（4 年毎の組織見直
し）には、元のグループ番号を欠番にしている。ITU-T は、2009 年に研究委員会の構成が変更さ
れ、ＳＧは 13 個から 10 個になった。ITU-R では、2007 年に再編があり SG は 7 個から 6 個になっ
た（1980 年代から見れば 12 個から 6 個になった）（注2）。 
 
第 3-2-5 表 ITU-T における研究委員会（SG）（2009 年～2012 年研究会期）（注3） 
SG テーマ（担当業務） 議長国 副議長国 
SG2 サービス提 供 、ネットワーク







電 気 通 信 の経 済 的 及 び政

















SG12 性 能 及 び サ ー ビ ス 品 質
（QoS）及びユーザー体感品
質（QoE） 
米国 中 国 、フランス、日 本 、
韓国、モロッコ、ロシア、
スーダン、英国 





                                                  
（注 1） インタビュー結果より 
（注 2）『世界の規格便覧』（（財）日本規格協会）p.325 及びインタビュー結果より 
（注 3） ITU HP（http://www.itu.int/ITU-T/studygroups/ 以下の各 SG の HP より）及び総務省 HP
（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/pdf/081031_8_bs.pdf）より 

























第 3-2-6 表 ITU-R における研究委員会（SG）（2008 年～2011 年研究会期）（注2） 
SG テーマ（担当業務） 議長国 副議長国 






















SG6 放送業務 ドイツ 中国、インド、日本、ナイジェリア、
韓国、ウクライナ、米国、バチカン 
SG7 科学業務 フランス ロシア、韓国、米国 
 
 
                                                  
（注 1） TSAG は ITU-T の SG、メンバー、スタッフへの諮問機関であり、ICT 分野の勧告を研究する SG とは業務内容が異なる。
TSAG は、A 勧告（ITU の作業組織に関する勧告（Organization of the ITU-T）。2009 年 1 月時点では、20 の勧告と 3 つの補
足がある）で定義された作業手順や ITU-T の作業計画の組成についての責任を負う一方、作業計画の履行の進捗管理や電
気通信標準化局長への助言も行う。さらに TSAG には、SG 間での調整問題の解決、ITU-T における作業手段の電子化の拡大、
他の標準化機関との協力に関する助言や作業手続の提供も要求される。（ITU HP
（http://www.itu.int/net/ITU-T/info/tsag.aspx）より） 





第 3-2-7 表 ITU-D における研究委員会（SG）（2006 年～2010 年研究会期）（注1） 
SG テーマ（担当業務） 議長国 副議長国 











ITU で規格を獲得するには、ITU-T、ITU-R、ITU-T と ITU-R の協力によるもの、ITU 組織と他














承認手続き（TAP: Traditional Approval Process）であるが、技術関連の勧告については、電





う 2 つの流れが存在する。両者（規則改正と標準策定）のメンバーは若干異なるがほぼ同じである。 
RR の改正は 4 年毎の世界無線会議（WRC）において行われる。改正のためには、各議題の「改
正の方向性」を判断する技術検討が必須であり、そのため約 4 年をかけて技術標準を決めるメンバ
ー（SG: Study Group や WP: Working Party）で、規則改正の事前検討について議論する。「無線
                                                  
（注 1） 日本 ITU 協会 HP（http://www.ituaj.jp/05_te/itu_d/02_01_dsgchair.html）より 
（注 2） 『世界の規格便覧 第 1 巻 国際編』（（財）日本規格協会）より 






通信規則（RR）の改正」で決議されたものが、ITU-R の SG（研究委員会）及び WP（作業部会）にお
いて「技術標準（勧告）制定」が検討される。その検討結果が、勧告案草稿として会議準備会合
（CPM: Conference Preparation Meeting）に提出され、次回の WRC における議論のベースとなる。








3）ITU-T と ITU-R との協力による規格制定手順（注2） 























                                                  
（注 1） インタビュー結果より 
（注 2） ITU-T Resolution 18（http://www.itu.int/publ/T-RES-T.18-2008/en）より 





















ITU-R と他機関との相互連携は、以下の 2 つの事項に集約される（注1）。 
a) ITU-R 勧告において他の組織の文書の参照を認める。 
b) SG または SG が設置したグループの会議での協力や資源の貢献、勧告を含む共同文書
の作成における協力。 
 ITU-R と ISO/IEC JTC1 の協力の場合、ITU-T と他機関との協力によるものと同様にリエゾンと













っており、およそ 3～4 年毎に開催される世界無線通信会議で改正される。 
                                                  
（注 1） ITU-R Resolution 9-3（http://www.itu.int/dms_pub/itu-r/opb/res/R-RES-R.9-3-2007-PDF-E.pdf）より 



























以下に ITU 等におけるパテントポリシー及び実行ガイドライン等をまとめる。 
ITU/ISO/IEC の三機関は、2001 年 11 月に共同で知的財産権の扱いを協議する場として世界標準
協力（WSC: World Standards Cooperation）を設立した（ITU は、パテントポリシーの枠組みの構築に関






a) 無償で特許権等の実施許諾等を行う交渉をする用意がある(RF: royalty free） 
b) 非差別的かつ合理的条件での特許権等の実施許諾等を行う交渉をする用意がある（RAND） 
c) 上記 a)又は b)、何れの意思もない（Not Licensing) 
上記の開示を行うに当たって特許権等の権利者は、定型様式の特許声明書を用いて ISO 又は IEC 
若しくは ITU の事務局へ提出しなければならいが、定型様式に記載されている選択肢以外の条項や
                                                  











⑥国内での ITU に関する対応、組織(注) 
国内の体制としては、総務大臣の諮問機関である情報通信審議会がある。情報通信審議会は、
2001 年 1 月の中央省庁再編で、郵政大臣の諮問機関であった電気通信審議会、電気通信技術
審議会が統合した機関である。 
情報通信審議会の下には、通信・放送技術を扱う「情報通信技術分科会」があり、さらにその下




別委員会、ITU-T 作業計画委員会の 11 個の委員会が、ITU-R 部会の下には、スペクトラム管理
委員会、電波伝搬委員会、衛星業務委員会、地上業務委員会、放送業務委員会、科学業務委
員会、ITU-R 作業計画委員会の 7 個の委員会が設置されている。ITU-T 関連委員会では電気通
信産業界から委員が選出される傾向にあるのに対して、ITU-R 関連委員会では電波利用の多様
性を反映して、複数の官公庁の関連組織等から委員が選出される傾向にある。 
さらに委員会の下には Working Group(WG)が設置されている。委員会と WG は、それぞれ年平






る。ITU-T 会合への出席者数の順位（注1）では、米国（1 位）中国（2 位）、日本（3 位）、韓国（4 位）
が上位を占めている。 
議長職は、地域ごとにバランスを考えて選出されるが、近年、アジア圏からの選出が増えている。
ITU-T における新研究会期（2009～2012 年）の SG 及び TSAG 議長数では、計 11 ポストのうち、
日本人が 2 名、韓国人が 2 名、中国人が 1 名と、アジア圏から選出される議長が半分弱を占める
結果となった。また、ITU-R では（2008 年～2011 年）、議長 6 名中 1 名（SG5）が日本人であり、ITU 
2 部門におけるアジア圏からの SG 議長は、17 名中 6 名ということになる（注2）。 
寄書の提出数においても、アジア圏からの提出割合が増加している。例えば、現在の電話網に
                                                  
(注 ) 総務省 HP 及び ITU-T,R 部会審議状況報告（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/hyojun/index.html）より 
（注 1） 『ITU-T 部会審議状況報告概要』
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/itu_t/pdf/t_gaiyo0201.pdf）より 
（注 2） 『情報通信審議会情報通信技術分科会 ITU-T 部会報告』
（（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/bunkakai/pdf/090127_1_si3.pdf）（ITU-T、











⑥国内での ITU に関する対応、組織(注) 
の体制としては、総務大臣の諮問機関である情報通信審議会がある。情報通信審議会は、
2001 年 1 月の中央省庁再編で、郵政大臣の諮問機関であった電気通信審議会、電気通信技術
審議会が統合した機関である。 
情報通信審議会の下には、通信・放送技術を扱う「情報通信技術分科会」があり、さらにその下




別委員会、ITU-T 作業計画委員会の 11 個の委員会が ITU-R 部会の下には、スペクトラム管理
委員会、電波伝搬委員会、衛星業務委員会、地上業務委員会、放送業務委員会、科学業務委
員会、ITU-R 作業計画委員会の 7 個の委員会が設置されている。ITU-T 関連委員会では電気通
信産業界から委員が選出される傾向にあるのに対して、ITU-R 関連委員会では電波利用の多様
性を反映して、複数の官公庁の関連組織等から委員が選出される傾向にある。 
さらに委員会の下には Working Group(WG)が設置されている。委員会と WG は、それぞれ年平





ると、我が国からの SG の参加者は、概ね全体の１割で また、中国や韓国も、最近は１割位を占め
。ITU-T 会合への出席者数の順位（注1）では、米国（1 位）中国（2 位）、日本（3 位）、韓国（4 位）
が上位を占めている。 
議長職は、地域ごとにバランスを考えて選出されるが、近年、アジア圏からの選出が増えている。
ITU-T における新研究会期（2009～2012 年）の SG 及び TSAG 議長数では、計 11 ポストのうち、
日本人が 2 名、韓国人が 2 名、中国人が 1 名と、アジア圏から選出される議長が半分弱を占める
結果となった。また、ITU-R では（2008 年～2011 年）、議長 6 名中 1 名（SG5）が日本人であり、ITU 
2 部門におけるアジア圏からの SG 議長は、17 名中 6 名ということになる（注2）。 
寄書の提出数においても、アジア圏からの提出割合が増加している。例えば、現在の電話網に





代わる次世代のオールパケット型ネットワークとして注目される NGN（Next Generation Network）の
国際標準化を取り扱う ITU-T の SG13 会合への寄書提出数は、日中韓 3 ヶ国全てで堅調に増加
しており、2006 年 7 月の第 5 回会合では、提出された寄書数 305 のうち、中国（91）、韓国（62）、
日本（40）からのものが、2/3 もある（注1）。現在、ITU におけるアジア圏の国々の貢献は大きく、中心
的な役割を果たしていると言える。 
現在、地域標準化機関として、以下の 6 つの地域組織がある。 
¾ Region 1：欧州郵電主管庁会議（CEPT）、ロシアグループ（RCC）、アラブグループ（ASMG）、
アフリカグループ（ATU） 
¾ Region 2：全アメリカ地域電気通信委員会（CITEL） 










ITU は、その中で ETSI と強い連携関係にある。 
ETSI は、1988 年、欧州郵便電気通信主管庁会議（CEPT）により設立された、欧州の電気通信
全般にかかわる標準化組織である。独立非営利の標準化機関として世界的な影響力を有する
ETSI は、携帯電話システム GSM や、公共保安用デジタル移動通信システム「TETRA（TErrestrial 
Trunked Radio）」の国際標準を獲得している。 
ETSI は ITU のセクターメンバーである（注4）。また ETSI メンバーの多くが ITU のメンバーであり、
地域標準化機関である ETSI と国際標準化機関である ITU の間には強い関係が存在する。そうし
た密接な協力関係の実例として、ETSI と ITU の合意の覚書（Memoranda of Understanding 
(MoUs)（注 5））が挙げられる。この覚書は、市場が必要とする共通の世界標準を提供することを目的






                                                  
（注 1） 『ITU-T における NGN の検討状況について』
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/ipnet/pdf/060829_2_3-4.pdf）より 
（注 2） インタビュー結果より 
（注 3） 『ICT 国際標準化推進ガイドライン』（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/pdf/080627_6_bs1_23.pdf）より 
（注 4） ITU HP（http://www.itu.int/osg/dsg/speeches/2008/mar26.html）より 












を構築している機関に、米国電気通信産業ソリューション連合（ATIS）がある。2006 年 3 月に ATIS 
と ITU-T は、NGN 分野での共同ワークショップを開催した（注2）。このワークショップでは、両組織に










る APG（The APT Conference Preparatory Group for WRC：APT/WRC 準備会合）や、域内におけ
る情報通信分野の標準化活動の協力及び推進を目的とするアジア・太平洋電気通信標準化機関
（ASTAP）が設置されている。 
アジアにおける近年の動向としては、2005 年 2 月に開催された、災害被害削減における ICT の
役割に関する APT と ITU のジョイント会合が挙げられる（注4）。津波等の自然災害の被害を受ける加






① ITU 規格と国内規格との関係 
ITU に対応する国内標準として、（社）情報通信技術委員会（TTC）や（社）電波産業会（ARIB）
等が定める標準がある。 
TTC は、前身は 1985 年に設立された（社）電信電話技術委員会であり、情報通信ネットワークに
                                                  
（注 1） The United States ITU Association HP（http://www.usitua.org/itac.htm）より 
（注 2） ATIS HP（http://www.atis.org/ngnworkshop.shtml）より 
（注 3） 総務省ＨＰ（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/hyojun/index.html#04）、『ICT 分野の標準化戦略』
（http://www2.nict.go.jp/r/r314/young/presentation7/ogihara20081007.pdf）、及び日本 ITU 協会ＨＰ
（http://www.ituaj.jp/07_mc/apt/01_01_apt.html）より 





TTC は、前身は 1985 年に設立された（社）電信電話技術委員会であり、情報通信ネットワークに









た、ARIB は、ITU と電波の利用に関する連絡、調整及び協力を行っており、ITU-R 勧告に対応し
た国内標準を策定している（注5）。 
 
② 我が国の ITU での貢献 
1）運営費等 
2008 年及び 2009 年の ITU の運営費の 67.3％は加盟国の分担金によるものであり、その他には
衛星通知（satellite notifications、全体の 15.1%）、引当金勘定（Reserve Account）の回収と利子所
得(全体の 5.3%)、出版物の販売、事業実施などで構成される（注6）。各加盟国は、全権委員会議に
おいて分担金の単位の規模を、40 から 1/16 までの 22 個の選択肢の中から選ぶことが可能であり、
予算が可決された後に分担金が正式に決定される。2008 年及び 2009 年における分担金の 1 単位






また、過去 5 人が周波数登録委員会(IFRB)に、1 人が無線通信規則委員会(RRB)委員として選出
されており、1998 年には、内海善雄氏がミネアポリス全権委員会議で事務総局長に選出されてい
る（内海氏は 2002 年のマラケシュ全権委員会議で再選出されている）（注8）。 
また参加国の貢献度を評価する指標として、議長職の引受数が一つの目安とされている。現在、
我が国からは、ITU-T の SG では 2 人が、ITU-R の SG では１人が議長職にある。 
                                                  
（注 1） （社）情報通信技術委員会 HP（http://www.ttc.or.jp/j/intro/work/index.html）より 
（注 2） （社）情報通信技術委員会 HP（http://www.ttc.or.jp/j/faq/contents/std.html）より 
（注 3） 『OSS/BSS の国内標準化の取組みと期待―TTC における取組み―』
（http://www.bcm.co.jp/site/2005/2005-09/05-ossbss-09/05-ossbss-09.pdf）より 
（注 4） （社）電波産業会 HP（http://www.arib.or.jp/syokai/aribgaiyo.html）より 
（注 5） （社）電波産業会 HP （http://www.arib.or.jp/jigyogaiyou/jigyogaiyou4.html、
http://www.arib.or.jp/tyosakenkyu/kikaku_tushin/index.html）より 
（注 6） ITU HP（http://www.itu.int/net/about/budget/2008.aspx）より 
（注 7） ITU HP（http://www.itu.int/members/mbstates2/finances.html）より 











ITU の会議への貢献度を評価する指標として、寄書の提出数がある。第 3-2-8 表に 2004 年から
2007 年の ITU-T 及び ITU-R に提出された寄書の数と我が国からの割合を示す。ITU-T の国際会
議に提出された寄書のうち約 10%が我が国からのものであり、その割合は増加傾向にある。また
ITU-R に関しては、提出された寄書のうち 5%以上が我が国からものである。 
 
第 3-2-8 表 ITU における寄書提出の推移（注2） 
ITU-T ITU-R  
総数 日本 割合（%） 総数 日本 割合（%） 
2004 年 n/a 83 n/a 2298 150 6.5 
2005 年 1758 166 9.4 2788 142 5.1 
2006 年 2322 268 11.5 2305 146 6.3 




る。ITU-T では、設立 50 周年記念事業として ITU-T の有用であった勧告についてアンケートが行
われ、その中で我が国の貢献が大きいビデオコーディングへの投票が一位（25%）であった。ビデオ
コーディングは SG15（現在の SG16）で、勧告 H.262（ISO 側では MPEG-2 と呼んでいる映像符号
化の標準）等を手がけていたグループによるものである。 
ITU-R の事例で見ると、我が国からの提案をもとに標準化された事例として、SG4（衛星通信）の
長楕円軌道衛星と地上業務との周波数共用条件や SG5 の第 3 世代携帯電話方式無線技術
（W-CDMA 方式）、SG6（放送）の地上ディジタルテレビジョン方式（ISDB-T）がある（注3）。 
 
③ 我が国の ITU に対応した体制・活動 
我が国の ITU での ICT 分野における標準化に関連する機関とその推進体制を以下に示す（第
3-2-9 図）（注4）。 
                                                  
（注 1） インタビュー結果より 
（注 2） 2004 年、2005 年は知的財産戦略本部『国際標準総合戦略（案）』、ITU-T の 2006 年、2007 年は総務省『ITU-T 部会審
議状況報告概要』（各年）、ITU-R の 2006 年は『ITU-R 部会審議状況報告概要」（2007 年）より 
（注 3） インタビュー結果より 




















的確に対応するため、2002 年 6 月に名称を変更したものである。  
ARIB は、通信・放送分野における電波利用システムの実用化及びその普及を促進し、電波産
業の健全な進歩発展を図る観点から、電波の利用に関する調査、研究、開発、コンサルティング等
を行うことで、公共の福祉を増進することを目的に、1995 年 5 月に設立された標準化機関である。 
JCTEA（日本 CATV 技術協会）は、CATV 技術に関する技術の向上とその普及、並びにテレビ
電波の良好な受信環境の実現を通じて、高度情報化社会の円滑かつ健全な発展に貢献する事を
目的として、1975 年に設立された標準化機関である。 
2008 年 7 月、総務省は ICT 標準化・知財センターを設立した。その目的は、人材育成や地域連
                                                  
（注 1） 『情報通信分野における標準化活動への取組み』（総務省情報通信政策局、2006 年 9 月） 
（ 注 2 ）  『 ICT 分 野 の 標 準 化 戦 略 』 （ http://www2.nict.go.jp/r/r314/young/presentation7/ogihara20081007.pdf ） 及 び 日 本

















同センターには、TTC、ARIB、日本 ITU 協会等の既存の標準化関連機関や公益機関の 8 団体
が集まり、TTC 内に事務所を設置し、協議会形式で活動している。また、ICT 標準化・知財センタ









実際に、携帯電話方式の標準化分野で、日本、中国、韓国の 3 カ国の ITU-R 共同提案は、
2007 年以降、着実に増加している。ITU-R での主な共同提案を以下に示す（注3）。 
・ WP 5D 第 2 回会合（2008 年 6 月）共同提案件数 3 件（日本・韓国 2 件） 
・ WP 5D 第 3 回会合（2008 年 10 月）共同提案件数 1 件（日本・韓国 1 件） 
・ SG 5 第 2 回会合（2008 年 11 月）共同提案件数 1 件（日本・中国・韓国・ニュージーランド・シ
ンガポール 1 件） 
・ WP  第 4 回 D5 会合（2009 年 2 月）共同提案件数 1 件（日本・韓国 1 件） 
 




（注 2） 『ICT 分野の標準戦略』（総務省情報通信国際戦略局、2008 年 10 月） 





＜参考：我が国と ITU に対応した体制の経緯（注1）＞ 
・1971 年 9 月 （財）日本 ITU 協会設立 
・1975 年 7 月 JCTＥA（社）日本 CATV 技術協会）設立 
・1985 年 10 月（社）電信電話技術委員会設立 
・1992 年 4 月（財）日本 ITU 協会、(財)新日本 ITU 協会に名称変更（（財）世界通信開発機構との合併
による） 
・1996 年 5 月 ARIB（(社)電波産業会）設立 
・1998 年 10 月 内海善雄氏、ミネアポリス全権委員会議で ITU 事務総局長に選出 
・2000 年 2 月 （財）新日本 ITU 協会、（財）日本 ITU 協会に名称変更 
・2001 年 1 月 情報通信審議会（総務省）設立 
・2002 年 6 月 電信電話技術委員会が TTC（（社）情報通信技術委員会）に名称変更 
・2008 年 7 月 ICT 標準化・知財センター設立 
 
④ 企業と ITU の関わり 
ITU への企業の参加には、セクターメンバー（部門構成員）として参加する方法と、アソシエート
（準部門構成員）として参加する方法の二種類がある。 








アソシエートとして ITU と関わる場合、ITU-T、ITU-R の各部門において、以下の権利が認められ
ている（注4）。 
 




                                                  
（注 1） 『ICT 分野の標準化戦略』（http://www2.nict.go.jp/r/r314/young/presentation7/ogihara20081007.pdf）、総務省 HP
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/pressrelease/japanese/kokusai/981021j801.html）、情報通信審議会 HP
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/index.html）、（財）日本 ITU 協会 HP




（注 2） ITU HP（http://www.itu.int/members/sectmem/benef.html）より 
（注 3） ITU HP（http://www.itu.int/members/sectmem/participation.html）より 









2) ITU-R 部門 
・選択した一つの研究委員会（SG）とその下部委員会への参加 
・勧告やコメントの準備プロセスへの参加（勧告採択前の参加） 
・選択した SG やその他の SG（作業課題で必要な場合）の全ての書類へのアクセス（ただし、研究課
題や勧告への投票権や承認権はない） 
・選択した SG でラポーターとして参加できる（ただしリエゾン活動は除く） 
 
⑤ 研究者と ITU の関わり（注） 
ITU の標準化活動では事業化を前提とした活動が多い。そのため、情報通信関連の民間企業
は事業化を意識した ITU 規格を獲得する意義及びインセンティブが高く、積極的に ITU の活動に
参加するが、長い期間を要する基礎研究を行う大学や公的研究機関からの、ITU の標準化活動
への参加は相対的に少ない。 
研究者の ITU-R 及び ITU-T への関わりは、現状では直接に利害関係を持つ個人や小グルー
プによる貢献が殆どであり、大学等の研究成果を有効に提案・反映させる仕組にはなっていない。


























① 我が国の ITU への貢献 
ITU における我が国の貢献度は、運営、会議、技術等の点で世界的に高いものと思われる。分
担金の観点からは、加盟国中で最大の分担金を負担している国である点で重要といえる。現在、
我が国は 30 単位の分担金を負担しているが、最高 40 単位まで負担することが可能であるため、更




























                                                  
（注 1） 例えば、我が国から 2003 年から 2008 年までに ITU-R の陸上無線通信関連に提案された文書数は 265 で、2 位の米国
の 218 を大幅に上回っている。 
（注 2） 我が国が主導した ITU-T の勧告 H.261 により、現在の映像符号化に関する標準の枠組みが作られている。 
（注 3） インタビュー結果より 
（注 4） 総務省 HP（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/itu_t/070307_1.html）より 
（注 5） 日本 ITU 協会『平成 21 年度事業計画書』（http://www.ituaj.jp/01_ga/11_01_jigyou.pdf）より 
































な人材育成は難しい。そこで、総務省や ICT 標準化・知財センター（iSIPc）、及び ITU 協会は、各
社が OJT 形式で行っていた人材育成を支援することを目的としたセミナー等を催している（注6）。 
                                                  
（注 1） インタビュー結果より 
（注 2） インタビュー結果より 
（注 3） ITU-T 勧告 A.1（http://www.itu.int/rec/T-REC-A.1-200607-S/en）及び NTT 情報通信用語集
（http://www.ntt-review.jp/yougo/word.php?word_id=5058）より 
（注 4） ITU-T 勧告 A.1（http://www.itu.int/rec/T-REC-A.1-200607-S/en）より 
（注 5） インタビュー結果より 
（注 6） ITU 協会では、講演会と研究会を月に３～４回程度開催している。講演会とは、ITU 幹部あるいは海外の電気通信関係団
体の要人が来日された機会に、講師として招聘し、最近のトピックス等をテーマとして開催する。研究会とは、ITU 活動の普及・
促進を目的に原則として月１回、各分野の専門家を講師として招聘し、継続的に開催している（以上 ITU 協会 HP
（（http://www.ituaj.jp/08_tm/kouen/kouen.html）より）。また、ITU 協会では 2001 年頃より国際会議と国際交渉セミナーを行っ































③ 研究者の ITU 活動への参加 
情報通信分野での国際競争力を高めるためには大学等との連携が、重要な課題の一つになっ
ている。ITU では大学等からの研究者の参加を増やすために、大学と Consultation meeting を定期
的に開催している。2007 年 1 月にジュネーブで開催された Consultation meeting では、ITU-T 文
書への研究者のアクセス権、ITU-T/Academia Steering Committee（IASC） の創設、ITU-T ジャー
ナルの創設、高等教育課程における標準化に関する教育の重要性等が議論された（注1）。 
また、ITU と大学等との接点として、ITU-T カレイドスコープ（注2）という取組が設けられている。これ
                                                  
（注 1） ITU HP（http://www.itu.int/ITU-T/uni）より 
（注 2） ICT 分野での標準策定者と大学研究者との対話の増加や、標準化に適切な主題の特定を目的として、年 1 回開催される
取り組み。大学研究者から募集した論文を選考して、上位 3 位までには総額 1 万ドルの賞金が授与される。大学研究者の
ITU-T の研究委員会（SG）への参加は、団体を通じたものに限られているため、これにより、技術面での提案や研究者の参加数
の増加が期待されている。第 1 回のカレイドスコープで、第一回目の ITU-T のカレイドスコープ大会では、「次世代ネットワーク
（NGN）のイノベーション」というテーマで、2008 年 3 月 12～13 日、ジェネバで開催された。48 ヶ国から 220 以上の参加者があり、
43 の学術機関から ITU の定常参加者以外の方の、学生や教授等が参加した。136 名の各分野の専門家が厳格な審査を行っ
た後に、141 の研究論文の提案から、32 の講義研究論文と 21 のポスター・セッション型研究論文が採択された。論文賞の 1 位






















¾ 早稲田大学国際情報通信研究センター 客員教授 工学博士 大久保 榮氏 
¾ 財団法人日本 ITU 協会 企画部部長 津川 清一氏 
¾ 株式会社 NTT ドコモ 無線標準化推進室長 工学博士 橋本 明氏 
¾ 財団法人日本 ITU 協会 専務理事 山下 孚氏 
 
                                                  
（注 1） ITU HP（http://www.itu.int/ITU-T/uni/kaleidoscope/）より 




















Food and Agriculture Organization of the United Nations) 及 び Ｗ Ｈ O （ the World Health 
Organization)により設置された国際的な政府間機関であり、国際食品規格（コーデックス規格）の
作成等を行っている。参加国は 180 カ国、1 加盟機関(EC) であり（2009 年 2 月時点）、事務局は
FAO 本部（ローマ）にある(注2）。その設立時の経緯は、以下のとおりとなっている（注３）。 
・ 1961 年 FAO の会議でコーデックス委員会設立を決定し、WHO に対し、FAO/WHO の共同
で食品規格プログラムの設置を要請 
・ 1962 年 FAO/WHO 共同の食品規格会議により、コーデックス委員会が FAO/WHO 共同の
食品規格プログラムを実行すること及びコーデックス規格の創設を促進 
・ 1963 年 WHO の食品に関する健康面での役割の重要性に鑑み、食品規格を創設するその
使命を考慮し、世界保健総会が FAO/WHO 共同の食品規格プログラムを支持し、コーデック
ス委員会の法令を採択 
・ 1963 年（７月） 第１回のコーデックス委員会開催 
 
世界市場が拡大していく中で消費者保護のためには、世界的に統一された食品規格が必要と
なってきている。従って、ＳＰＳ協定（Agreement on Application of Ｓａnitary and Phytosanitary 
Measures（衛生植物検疫措置の適用に関する協定））及びＴＢＴ協定（Agreement on Technical 
Barriers to Trade（貿易の技術的障害に関する協定））が国際的な食品規格の調和を促す役割を
もっていると言ってもよい。こうした役割のため、これらの協定は国際的な基準、指針、勧告を引用
                                                  
（注 1）正式名称は”Codex Alimentarius Commission”である。Codex Alimentarius とは、国際的に承認された食品規格と統一さ
れた方法で策定された文章（履行規約、基準、勧告）を指し、これらの食品規格と関連する文章は、消費者の健康の保護、食
品の公正な貿易の確保を目的として策定される。Codex Alimentarius の印刷物は食品の国際的な貿易を促進し調和を図るた
めの定義や必要なルールを策定することを意図して作られる（『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL 
MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO より）。 
（注 2）農林水産省 HP（http://www.maff.go.jp/j/syouan/kijun/codex/outline.html）より 
































                                                  
（注 １） 『UNDERSTANDING THE CODEX ALIMENTARIUS』FAO/WHO より 
（注 ２） ＳＰＳ協定第３条第１項及び付属書Ａ（定義）３．参照（農林水産省ＨＰより） 
（注 ３） 『UNDERSTANDING THE CODEX ALIMENTARIUS』FAO/WHO より 




（注 ５） 『Codex Alimentarius Commission Procedural Manual 17th Ed』FAO/WHO 
（注 ６） 「バイオサイエンスとインダストリー」Vol.66 No.10『コーデックス委員会の最近の動向』吉倉廣 及びインタビュー結果より
（（注３）に示した“WORKING PRINCIPLES FOR RISK ANALYSIS FOR APPLICATION IN THE FRAMEWORK OF THE 
CODEX ALIMENTARIUS”によれば、リスク分析はその構成要素であるリスク評価、リスク管理及びリスクコミュニケーションの
一つ一つと密接に関わっているが、これら３つを区別する包括的なものである、とされている。） 
（注 ７） 農林水産省 HP より 
（注 ８） 『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO 






＜参考：コーデックス委員会の組織（注）＞（第 3-2-10 図参照） 
1）総会 














検査認証システム部会等 10 部会がある。 
4）個別問題部会 
¾ 個別品目の規格について検討を行う部会である。 







2003 年にかけて日本で４回開催され、3 文書と 1 添付文書を策定した後、2003 年の第 26 回コー
デックス総会において、閉会することが決定した。しかし、遺伝子組換え食品に関する課題はまだ
多くあることから、第 27 回コーデックス総会にて同部会が再設置されることが決まり、2005 年から






                                                  








ＦＡＯ/ＷＨＯ合同食品添加物専門家委員会（ＪＥＣＦＡ：the Joint FAO/WHO Expert Committee on 
Food Additives） 
ⅱ）農薬 
ＦＡＯ/ＷＨＯ合同残留農薬専門家会合（ＪＭＰＲ：the Joint Meetings of the FAO Panel of Experts on 
Pesticide Residues in Food and the Environment and the WHO Core  Assessment Group on 
Pesticide Residues） 
ⅲ）有害微生物 
FAO/WHO微生物学的リスク評価専門家会合（JEMRA：the Joint FAO/WHO Meetings on 


















表 団 ） の 他 、 オ ブ ザ ー バ ー と し て 国 際 政 府 間 機 関 （ Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ （ Organisation for Economic 
Co-operation and Development）、ＯＩＥ（Organisation Mondiale de la Santé Animale）等）、国際非
政 府 間 機 関 （ Ｂ Ｉ Ｏ （ Biotechnology Industry Organization ） の よ う な 企 業 団 体 、 Consumer 






















                                                  
（注 １）『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO、インタビュー結果 
及び「バイオサイエンスとインダストリー」Vol.66 No.10『コーデックス委員会の最近の動向』吉倉廣 より 
（注 ２） 『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO “PRINCIPLES 
CONCERNING THE PARTICIPATION OF INTERNATIONAL NON-GOVERNMENTAL ORGANIZATIONS IN THE WORK 
OF THE CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION”より 
（注 ３） 『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO“PRINCIPLES 
CONCERNING THE PARTICIPATION OF INTERNATIONAL NON-GOVERNMENTAL ORGANIZATIONS IN THE 
WORK OF THECODEX ALIMENTARIUS COMMISSION”より 
（注 ４） インタビュー結果より  
（注 ５） 『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO “Format for 
CODEX Commodity Standards では、Ｆｏｏｄ Ａｄｄｉｔｉｖｅｓ、Contaminants など同名の一般問題部会が設置されている事項
が列記されており、規格案について個別品目部会がこれらの一般問題部会のエンドースを受けなければならない、とされて
いる。 
（注 ６） 「明日の食品産業」財団法人食品産業センター2008 年 9 月『コーデックスとの付き合い方』小川良介（農林水産省消費・
安全局国際基準課長）より 
（注 ７） “Report of the EVALUATION OF THE CODEX ALIMENTARIUS AND OTHER FAO AND WHO FOOD STANDARDS 
























ステップ 1：総会が執行委員会による作業評価結果を考慮して規格作成を決定する。  
ステップ 2：事務局が規格原案の手配をする。 
ステップ 3：提案原案について各国のコメントを求める。  
ステップ 4：部会が規格原案を検討する。  
ステップ 5：規格原案について各国のコメントを求める。そのコメントと執行委員会による作業評価結
果に基づき、総会が規格原案の採択を検討する。  
ステップ 6：規格案について各国のコメントを求める。  
ステップ 7：部会が規格案を検討する。  
ステップ 8：規格案について各国のコメントを求める。そのコメントと執行委員会による作業評価結果
                                                                                                                                                            
Recommendation 18: All committee and task force work should be time-bound. It is proposed that no standard be permitted 
more than 5 years’ work before decision by the Commission on whether further work is justified .及びインタビュー結果より 
(注 1)  「バイオサイエンスとインダストリー」Vol.66 No.10『コーデックス委員会の最近の動向』吉倉廣 より 
(注 2)  『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO“MEASURES TO 
FACILITATE CONSENSUS”（2003 年の第２６回総会で決定）によれば、コーデックス委員会では、基準に関する承認あるいは
修正についての合意がなされるよう、あらゆる努力が求められる、とされている。 
(注 3)  インタビュー結果より 
(注 4)  インタビュー結果より 
































ステップ 1：総会が執行委員会による作業評価結果を考慮して規格作成を決定する。  
ステップ 2：事務局が規格原案の手配をする。 
ステップ 3：提案原案について各国のコメントを求める。  
ステップ 4：部会が規格原案を検討する。  
ステップ 5：規格原案について各国のコメントを求める。そのコメントと執行委員会による作業評価結
果に基づき、総会が規格原案の採択を検討する。  
ステップ 6：規格案について各国のコメントを求める。  
ステップ 7：部会が規格案を検討する。  
ステップ 8：規格案について各国のコメントを求める。そのコメントと執行委員会による作業評価結果
                                                                                                                                                            
Recommendation 18: All committee and task force work should be time-bound. It is proposed that no standard be permitted 
more than 5 years’ work before decision by the Commission on whether further work is justified .及びインタビュー結果より 
(注 1)  「バイオサイエンスとインダストリー」Vol.66 No.10『コーデックス委員会の最近の動向』吉倉廣 より 
(注 2)  『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO“MEASURES TO 
FACILITATE CONSENSUS”（2003 年の第２６回総会で決定）によれば、コーデックス委員会では、基準に関する承認あるいは
修正についての合意がなされるよう、あらゆる努力が求められる、とされている。 
(注 3)  インタビュー結果より 
(注 4)  インタビュー結果より 

























ステップ 1：総会が執行委員会による作業評価結果を考慮して規格作成を決定する。  
2 事務局が規格原案の手配をする。 
3 提案原案について各国のコメントを求める。  
4 部会が規格原案を検討する。  
5 規格原案について各国のコメントを求める。そのコメントと執行委員会による作業評価結
果に基づき、総会が規格原案の採択を検討する。  
ステップ 6：規格案について各国のコメントを求める。  
7 部会が規格案を検討する。  
8 規格案について各国のコメントを求める。そのコメントと執行委員会による作業評価結果
                                                                                                                                                            
Recommendation 18: All committee and task force work should be time-bound. It is proposed that no standard be permitted 
more than 5 years’ work before decision by the Commission on whether further work is justified .及びインタビュー結果より 
(注 1)  「バイオサイエンスとインダストリー」Vol.66 No.10『コーデックス委員会の最近の動向』吉倉廣 より 
(注 2)  『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO“MEASURES TO 
FACILITATE CONSENSUS”（2003 年の第２６回総会で決定）によれば、コーデックス委員会では、基準に関する承認あるいは
修正についての合意がなされるよう、あらゆる努力が求められる、とされている。 
(注 3)  インタビュー結果より 
(注 4)  インタビュー結果より 




























 例えば、2005 年に作業を中止した「しょうゆ」規格案の新規作業承認プロセスにおいては、1998 年の












                                                  
(注 1) 『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO 及びインタビュー
結果より 















載がないため、アジア地域 調整 部 会では、「ASIAN REGIONAL GUIDELINES FOR CODEX 





















メンバー機関として認められた際、“COUNCIL DECISION of 17 November 2003 on the accession 
                                                  
(注 1) 『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO より 
(注 2)  各国の情報については、日本及びマレーシア：第 14 回アジア地域調整部会 CRD17、タイ：第 14 回アジア地域調整部会 
ALINORM05/15、米国：第 8 回北アメリカ・南西太平洋地域調整部会（2004）CX/NASWP 04/8/7、カナダ及びニュージーラン
ド：第 9 回北アメリカ・南西太平洋地域調整部会（2006） CX/NASWP 06/9/5 及びインタビュー結果より 
(注 3) インタビュー結果より 
(注 4) 『CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION PROCEDURAL MANUAL Seventeenth edition』FAO/WHO、EU コーデックス
委員会関係 HP http://ec.europa.eu/food/international/organisations/codex_en.htm#list_codex 及び 「バイオサイエ















































                                                  

































会 議 の 参 加 費 を 出 す と い う “ Trust Fund ” （ 12 年 間 、 4 千 万 ド ル ） が Ｆ Ａ Ｏ 及 び Ｗ Ｈ Ｏ の
Directors-General によって 2003 年から始められている。世界中から規制担当者及び食品の専門
家がコーデックスのフレームワークの中で国際的な基準を設定する作業のために集まることは、食
品安全や食料貿易の公正な実施に関する基準づくりに関する途上国からの参加者能力を高める





























                                                  
（注 1） 『UNDERSTANDING THE CODEX ALIMENTARIUS』FAO/WHO』及び「バイオサイエンスとインダストリー」Vol.66 No.10
『コーデックス委員会の最近の動向』吉倉 廣より 
（注 2） インタビュー結果及び「明日の食品産業」財団法人食品産業センター2008 年９月『コーデックスとの付き合い方』小川良介
（農林水産省消費・安全局国際基準課長）より 
（注 3）  インタビュー結果より 










































                                                  
（注1）  インタビュー結果より 


























ＪＥＣＦＡは 1956 年から、ＪＭＰＲは 1963 年から組織があり、参加している日本人もいる。例えば、Ｊ






されている。また、ＪＭＰＲの 2005 年 12 月の残留農薬に関する登録メンバーリストには、日本人科学






                                                  
















キンググループが作られた（1．原則や定義を議論するグループ(Working group I – Essential 
principles, definitions and scope governing the provision of scientific advice)、2．アドバイスを出
すに当って運営をどうするか、専門者をどのように選ぶかといった管理側の優先順位を話し合うグ
ループ(Working group II – Management of the provision of scientific advice)、3．実際にどんな
ふうにデータを集めていくかという手続きやメカニズムについて話し合うグループ(Working group III 












月に医薬食品局食品安全部企画情報課に国際食品室が、農林水産省において、2006 年 8 月に
消費・安全局に国際基準課が設置されている。 
また、両省が事務局となった「コーデックス連絡協議会」が 2000 年から設置され、2009 年 3 月 6







報告といった内容だったが、2003 年からは、年に 5～6 回開催し、出席者との意見交換や政府への
意見の提案に重点を置いた運び方をしようという提案がなされ、よりコーデックス国内委員会に求め
られる機能を担うようになってきていると言える。さらに、2008 年 9 月の連絡協議会では、WTO 事務
局上級参事官のグレッチェン H．スタントン氏を招聘し「SPS 協定に関するセミナー」を開催したり、
2009 年 2 月の連絡協議会では、「食品表示部会に関する集中意見交換」を実施したりするなど、
委員及び参加者のコーデックス委員会への理解を深めるための活動も行われている。 
                                                  
(注 1)  インタビュー結果 及び『Ｊｏｉｎｔ FAO/WHO Workshop on the Provision of Scientific Advice to Codex and Member 
Countries』Report（March 2004） より （（注）これらの検討結果は、“FAO/WHO Framework for the Provision of Scientific 
Advice on Food Safety and Nutrition”（2007 年）としてとりまとめられている。） 
(注 2)  「バイオサイエンスとインダストリー」Vol.66 No.10 『コーデックス委員会の最近の動向』吉倉 廣 より 







¾ 1966 年：日本がコーデックス委員会に参加  
¾ 1999 年：「バイオテクノロジー応用食品特別部会」を設置することを日本から提案し、同特別部会を
設置すること及び我が国が同特別部会の議長国となることが、全会一致で決定された。 
¾ 2000 年：コーデックス連絡協議会を設置 
¾ 2003 年：コーデックス総会で国立感染症研究所所長が副議長に選出（任期２年） 
¾ 2003 年：コーデックス事務局長に日本人が就任（～2009 年 4 月末まで） 
¾ 2004 年：日本が議長国を務めるバイオテクノロジー応用食品特別部会が再設置 
（2008 年に解散） 
¾ 2006 年(4 月)：厚生労働省医薬食品局食品安全部企画情報課にコーデックス委員会に対応する
国際食品室を設置 










ⅰ) 本協議会は、消費者関係者、産業界関係者、学識関係者からなる 20 名以内 の委員をもって構
成する。 






ｃ）委員（2008 年 5 月現在） 
岩田 修二 サントリー（株） 品質保証本部 テクニカルアドバイザー  
鬼武 一夫 日本生活協同組合連合会 安全政策推進室 室長  
春見 隆文 日本大学生物資源科学部農芸化学科 教授  
門間 裕       （財）食品産業センター 参与  
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的食品安全の可能性（Joint FAO/WHO Expert Meeting on the Application of Nanotechnologies 

















                                                  
（注1） インタビュー結果より 
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事例は ISO で取り扱われており、トランジスタモデル（HiSIM）のみ CMC で取り扱われている。また
ISO の 4 事例のうち、DCF のみが製品間のインターフェースに関する標準であり、生分解プラスチッ








































②生分解プラスチック、光触媒及び CNT（ISO の性能評価試験方法に関する標準） 



















































②生分解プラスチック、光触媒及び CNT（ISO の性能評価試験方法に関する標準） 
























































































































ISO や ITU に関しては、それぞれ算出方法は異なるが分担金制度がある。一方、コーデックス委
員会に関しては、政府あるいは非政府機関が直接コーデックス委員会に拠金するというスキームは
なく、運営費は FAO と WHO の通常経費から拠出されている。 
ISO に関しては、各加盟国の GNP と輸出入金額により決定されるため、我が国の貢献度は高い。
しかしながら、分担金の算出は、各国の経済状況による指標に基づくため、貢献度を向上させるこ
とは出来ない。一方、ITU では、各加盟国は、分担金を指定された単位数から選択することができ、
我が国は加盟国の中で最高の 30 単位を負担している。選択することができる単位数の最大は 40
単位であるためさらに貢献度を向上させることも可能である。 

























 ITU に関しては、現在、我が国からは、ITU-T に設置されている 13 の SG のうち二つで、ITU-R







ー応用食品特別部会」のみである（コーデックス委員会には、2007 年 7 月時点で、一般部会が 10、



























また ITU-T における提案文書は、JAPAN 名ではなく、提案企業名で提出されることが多い。 





















































ISO 及び ITU では、研究者は機関内において議長等の役職者やエキスパートとして標準（勧告）









































いくらでもあるが、いかに共通化するかが DSC 事業の成功の鍵である。 
・ JPEG は情報処理分野の標準化を担当する ISO/IEC JTC1 SC29 が静止画像
の圧縮用に制定した国際規格である。DSC としては、速やかな立ち上げと情報
分野との互換性保持を目的として、画像圧縮方式として、この既存の国際標
準 JPEG をそのまま採用した。 










・ Exif および DCF の規定には、最低限の互換性を確保するために必ず遵守す
べき必須項目、応用範囲の拡大のために推奨する推奨項目、それに各社の
独自判断に委ねるオプション項目がある。 
・ 個々の画像ファイルを規定するフォーマットである Exif と、主として画像ファイル
以外のファイルを含めた複数のファイルフォーマットの取り扱いを規定する DCF














PC の USB マスストレージ（PC と USB 接続するだけで認識される大容量記録機
器の規格）インターフェイス（I/F）が普及した事で、PC 側の動作保証責任範囲
も明確化し、PC 側に起因する動作不良でもカメラメーカーにメンテナンス依頼
が殺到していたような問題がなくなった。誰もが、同じ I/F で、PC あるいはテレビ









・ 1985 年 に東 芝 が IEEE-CE（The Institute of Electrical and Electronics 
Engineers, Inc.の Consumer Electronics Society）に発表したデジタル画像記

















・ この Ad hoc WG は、1991 年 4 月に JEIDA のパーソナルコンピュータ部会の中













・ その後 1990 年代初期に急激に技術のイノベーションが起こり、汎用のパソコン










あり、TC42 の中に DSC の作業部会（WG）を作ろうという流れになった。DSC と
して審議すべきアイテムは何かを考え、フォーマットの他に、DSC に関する測定
方法や色再現管理の問題等も含めた WG として TC42 の中に WG18 が作ら
れ、コンビーナはポラロイドの Fara Faramarzpour 氏になった。 
・ カメラに関する標準化は ISO で扱われてきた。しかし、DSC は電子機器の分野
に入り、国際電気標準会議（IEC）で扱うべきではないかという問題提起があり、
DSC を ISO で扱う事を公告し、他の団体は異存ないかを問いかける事になっ
た。猶予期間を設けて公告したが、他の標準化団体どこからもレスポンスは無
かった。 
・ ISO TC42 の日本国内審議団体は、従来からカメラの標準化を担当していた写
真感光材料工業会が担当している。新設された WG18 に対する日本国内審議
団体として、DSC の測定等に関しては EIAJ が担当することになったが、フォー
マットに関する審議団体として通産省（当時）から JEIDA に要請があり、JEIDA







・ JEIDA に設置された DSC の WG では、開放システム間相互接続（OSI）の階
層構造の考え方に基づき、記録媒体に依存する階層と依存しない階層に分
け、後者を新しい Exif として考える事になった。OSI の階層は 7 階層に分かれ











たな Exif を定めた。 
・ JEIDA は DSC の重要性を認識し、DSC WG は委員会（「ディジタルスチルカメ
ラ技術専門委員会」）に昇格した。 





・ 通商産業省（当時）で最初に DSC の標準化に着目し、JEIDA に審議要請を行
ったのは当時の電気電子課であった。しかし、従来のカメラは産業機械課の管
轄下におかれていた。DSC が産業としての地盤を形成する兆候を示してきた
1999 年 7 月に、日本写真機工業会（JCIA）の中にデジタルカメラ委員会ができ
た。 
・ JEIDA が EIAJ と合併して JEITA に改組（2000 年 11 月）されるのと同時に、DSC
委員会（「ディジタルスチルカメラ技術専門委員会」）は解散した。 
・ 標準化に成功したポイントの一つとしては、まず JEIDA 規格が日本の統一規格
で、それを参照する形で国際規格が作られた点が挙げられる。まだ規格を作っ
ているのが日本しかなかったため、日本が指導的立場をとれた。 
・ Exif の審議を開始した当時（1988 年）、フォーマットの基本形として採用した
TIFF Vr.5 は画像圧縮方式 JPEG をサポートしていなかったが、DSC としては圧
縮画像も非圧縮画像も扱えるようにするために、全体の構成を TIFF に準じる
形として、その中に JPEG を入れる方法を考えて Exif を策定した。民生用を目
指したので不必要なオーバースペックを排除し、色再現範囲はブラウン管で見
える色範囲である sRGB（standard RGB、IEC が 1998 年 10 月に策定した色空
間の国際標準規格）しかカバーしてなかった。そのかわり軽くて使いやすいとい
う特徴がある。 
・ 一方 TIFF/EP は Kodak が Adobe と提携して TIFF の中に JPEG を入れさせた
TIFF Vr.6 に基づいたもので、スペックは広い方がよいという考え方で設計され
ており、画像をデジタル化する際のビット数や、圧縮方式などに自由度があり、







範囲の広さが異なる。現在は民生用 DSC では Exif/DCF、業務用及びハイエ
ンド DSC では TIFF/EP を使用するという棲み分けが一般的に行われている。 
・ ファイルフォーマットの規格統一をすると、今まで CF や SM を記録媒体に用い
て、ファイルフォーマットとして CIFF 及び Exif を用いていたカメラメーカーは、




・ 元々DCF1.0 は 1998 年 10 月に制定された日本の JEIDA 規格であり、それを








・ さらに、DCF 準拠と称する DSC の一部に AdobeRGB をサポートしている機種が
市販されるという状況が生じた。これにより、機器によってはユーザーが意図す
る色と微妙に異なる色が再現されてしまう事が発生し、互換性上、問題となっ
た。この問題を解決するため、日本において CIPA と JEIDA の共同作業で
Exif/DCF を改訂した。これが Exif2.2.１、DCF2.0 である。 
・ この直前に ISO では DCF1.0 が ISO12234-3 として DIS まで進んでいた。ISO
では、審議対照の DCF1.0 が改訂されたため、取り下げるか、もしくは DCF2.0
に置き換える等の対応が必要となった。そのため 2003 年 6 月のサンディエゴで
の国際会議では、本件は日本に持ち帰り検討する事となった。  
・ 日本は、DCF のコア部（将来に亘り不変であると思われる部分）を取り出して、
そ の 部 分 の み を 国 際 標 準 と し て 制 定 し 、 DCF 規 格 自 体 は 参 照 規 格





略的に ISO の国際規格とする事を避けたのである。 
・ JEITA の Exif/DCF 規格は、ISO 規格ではなく、参照規格（Informative Annex）
という扱いにとどまる。その場合、今後、他団体あるいは他国が同類の規格を
作った場合（たとえば、IEEE 規格や中国規格）これらも並列的に許容される












・ 2004 年 6 月のストックホルムでの国際会議で承認された基本方針について議









・ ISO12234-1（電子スチルイメージング－メモリ－第 1 部：リムーバブルメモリー基







・ （財）ハイビジョン普及支援センター（HVC）は NHK のハイビジョンの受信機器
を普及させる事を目的とするものであったが、ハイビジョンはデジタルではない。
デジタル映像を中心とした普及活動を行う事を目的として、同じ HVC の略語
で、1998 年 6 月に「High-tech Visual Center （（財）新映像産業推進センタ
ー）」と名称を変える事になった。 
・ 1997 年に立ち上がった HVC の「色標準化委員会」は、3 年の計画で 2000 年
に終了したが、その委員会内の討議内容の中で、ISO の規格になったものも存
在する。WG18 のほかに JWG（Joint Working Group、ISO 内の他の TC や他の
標準化団体との合同作業部会）20、JWG22、JWG23 で DSC の色再現管理関
係を扱っている。 
・ HVC は 2000 年に自然消滅したが、同時に日本から ISO における色の標準化
をサポートする団体が無くなってしまった。 
・ IEC の委員から、DSC を ISO で取り扱うべきではないとの指摘があり、ISO と
IEC のコンフリクトの問題が起こった。調停が行われた結果、DSC は今まで通り
ISO 主管で審議を行い、色の標準化は IEC 主管で審議を行うが DSC に関する






・ 日本では ISO における色関係の規格化に関し、積極的に推進し担当する団体
がどこにもなかったので、日本規格協会（JSA）にお願いして色再現管理標準
化委員会を結成し、ISO/TC42 国内協議会の下部組織である「デジタル画像
部会」に JSA が参加するという形で担当してもらった。 
・ DSC の色再現管理に対する JSA のサポートは 2007 年度限りであった。2008








・ ISO12234-1：Removable memory-Part1 Basic removable memory model 
○ Edition1：2001 年、DSC 用ファイルフォーマットとして遵守すべき条
件の規格化し、その条件を満たしている規格を Annex に記載し、こ
の Annex に Exif を入れた。 
○ Edition2：2007 年、ファイル格納ルールのコアとなる部分を規格化
し、Annex に DCF を追加した。 





・ ISO12234-3：日本提案の DCF1.0 が DIS まで可決されたが、同時期に DCF が





(2) 標 準 化 活 動 の
体制と各主体の役
割 
＜国内の Exif/DCF 規格の制定＞ 
・ 1989 年に、東芝、富士写真フイルム、ソニー、松下、キヤノンの 5 社が幹事とな
り、DSC に関する標準化の準備を行った。その後オーソライズの必要性からカ
ードの WG は JEIDA に委託する事になった。当初、JEIDA のパーソナルコンピ
ュータ部会の下の「PC Card 技術委員会」の中に臨時作業部会として設置され
た DSC の WG「ディジタルスチルカメラ Ad hoc WG」は、その後発展して技術専
門委員会として位置付けられた。 
・ JEITA（著作権）と CIPA（技術審議の場）に役割分担がなされている。 
・ ISO12234-1（参照規格）は JEITA に著作権があるから、他国が提案してこよう
と JEITA が認証しない限りは改定できない。変えたければ、まずは JEITA に提





ているためである。なお、CIPA 審議を経て JEITA が承認した JEITA 規格を、





・ ISO では、普通一つの作業部会 (WG) は一つの作業項目（WI）を審議する
が、DSC 関係は、WG18 の中に多くの作業項目が存在している。実質には分
科委員会（SC）なみの大きさといえる。TC42 には銀塩カメラと共通した審議課
題を扱う WG もあるが、デジタルに特化した WG としては WG18、JWG20、
JWG22、JWG23 がある。 
・ ISO/TC42/WG18 の国内審議の引き受け手は JEIDA になり、その後 JEIDA が
国際標準化推進の担い手となり、日本提案のファイルフォーマットを ISO が認
定する参照規格とする位置付けを獲得した。 
・ DSC の共通部分の審議は TC42 国内協議会の傘下の「デジタル画像部会」で
行っている。 
・ 日本国としてのデジュール審議は CIPA の組織内部では行っていない。CIPA
内部で、デジュール規格に関する CIPA 国際会員の意見聴取を行い、日本国
内の審議体であるデジタル画像部会に CIPA 代表を送って、CIPA 意見として
述べる事はある。 
・ CIPA は、ISO 国内審議団体の一委員として参加している。 
・ CIPA は Exif/DCF の規格が正当に使用できるようにする事を目的に、2003 年







・ Exif/DCF に関する ISO の活動は、同規格の防衛である。つまり、ISO の獲得あ
りきではない考え方で、活動したのである。この成果により DCF は認知された
が、今後は日本が責任をもってメンテナンスする事が必要でもある。 
・ 協力団体としては、HVC や JSA があった。HVC は DSC の色再現管理の標準
化のサポートをしていた。 
・ ISO/TC42 での DSC 標準化は、国家間対抗戦ではない。民間企業の事業的
効率性を重視して、米国提案と合同あるいは、既存規格改定時の一部に追加
する形で、日本規格を反映させているため、現在では米国規格協会（ANSI）を
経由して ISO に規格提案するというルートを確保している。ISO の国際会議で
（日本国内審議で日本意見として承認された）CIPA 規格を提示し、これを ISO




＜ISO と CIPA 規格の関連＞ 




像部会である。これは CIPA の外部組織として設置されている。 




を立ち上げた。事業は、通省産業省から JSA に委託されて、そこから（HVC に）
再委託という形で 1997 年からスタートした（3 年計画）。 




する調査研究、2006 年度は DCF の国際標準化（2005 年度の継続事業））。 
・ 最初は、次世代画像ファイルフォーマットを検討するというとても膨大なテーマ
で、現 状のフォーマットの成 り立ちから特 徴、及び将 来 性 等 全て検 討 した。
2003 年度の調査では、Exif は規格化されているが、DCF はされていないので
DCF も ISO 化すべきという結論が導かれた。2004 年度の研究で DCF の国際
標準化に関する調査研究を行い、その年に米国の提案等もあったため、その
対応と日本提案の最終規格化のため、2005 年度も調査を継続した。 






JSA は 2007 年度で色再現管理標準化委員会の支援を打ち切った。2007 年度
までは、会議と渡航費等、JSA からの補助を受けていた。2008 年度からは DSC
の色再現管理の審議は CIPA が事務局となってデジタル画像部会の中に審議
団体を作る事になった。 
(4) 国 際 標 準 と知
的財産に対する考
え方 








・ 特許問題としては、Exif/DCF 自体ではなく、JPEG 関連での問題が発生してい
た。その他は、現状では問題は出ていない。 
・ JEITA 規格（当時は JEIDA 規格）を参照（Informative）扱いで ISO に出す時
に 、 米 国 が 幹 事 国 を 務 め る ISO/TC42 事 務 局 か ら の 要 請 で 、 RAND  



































発行発表は 2007 年 10 月になった。 































































































・ 米国が一番力注目しているのは RAW フォーマットである。民生用コンパクト
DSC の多くは、画像処理後の圧縮画像、すなわちレンダー後の画像が出力さ
れるが、業務用やプロ用の DSC としてはレンダー前の画像信号が欲しい。今の






































スとなる量を 14C の放射能から測定した。その結果、2 週間で 95%が分解されて
おり、土壌微生物がフタル酸を分解しているということが分かった。その分解を
測定するための技術が後の標準化に結びついている。 























・ 1992 年の北京で、TC（技術委員会）61 年次大会で日本代表がプラスチック生
分解度試験法標準化を提案。 




の BPS を中心とした早期の適切な対応が望まれた。 
















・ 1993 年、イタリアで最初の WG22 を開催したところ、40～50 人ほど参加。 








・ 澤田秀雄氏（1993 年、ISO/TC61 にプラスチックの生分解性の作業グループ










験場で試験して解析を行った。2 回実施したが最初の 1995 年から 3 年間の試
験において、PHB、PCL、PBSA、PBS、PLA という順番で分解しやすく、PLA は
土壌中ではあまり分解しない事が分かった。 
・ 1995 年 5 月 ISO14855 が制定されたが、BPS ではこの規格は大掛かりな装置、
費 用 も 高 額 に な り 、 簡 易 で 小 型 の 測 定 法 を 求 め ら れ て い た 折 、 MODA















・ 1998 年：富士工業技術センターにおいて MODA 法を開発し、評価を行う。 
・ 1999 年：MODA 法の技術に関して特許を取得し、BPS においてラウンドロビン
テストを開始。 
・ 1999 年に、技術委員会の中で MODA ワーキンググループを作って取り上げる
ということになった。当時の技術委員会のメンバーは OWS（ベルギーの試験機
関企業：Organic Waste Systems）に試料を送っていたが、その費用は 100 万/
件程であった。また PCL は温度を上げると駄目になるので、OWS では評価でき
なかった。社 外 に試 験を依 頼する必 要 あるのかという各 企 業 内 の声もあり、
MODA 法で国際標準化が取れれば、堂々と値が出せるということもあり各企業
が望んでいた事である。 
・ PBS、PCL、PLA の 3 種類の生分解性プラスチックにおける試験を行い、最初
はデータがばらつき、MODA 装置に対して「本当に使えるのか」と疑心暗鬼な
部分もあったが、水分含有量の調整や風量の調整等の条件設定を行って、こ
れなら（評価法として）いけるというのを 3 年の間につかんだ。 
・ ISO 会議においてはその前年の 2001 年のカナダでの ISO 会合で口頭発表を
行い、2002 年のオランダでの ISO 会合において正式に提案を行った。 












国であり、各国において MODA 装置で実験を始めた。 
・ 2004 年に作業原案（WD）になりとんとん拍子で委員会原案（CD）、DIS と 3 年














・ 2004 年以降に国際ラウンドロビンテストを行った。米国が全世界で 180 日間計
って分解しなければ、標準化はしないということを主張したため、全世界で 180
日間試験をやってもらう必要が出てきた。これは各国にボランティアでやってい




・ 2007 年：国際的なラウンドロビンテスト等を経て、ISO14855-2（ISO14855 の第 2
部：実験室規模の試験で発生する二酸化炭素の重量測定、好気的コンポスト
－実験室系重量法）として審議され、2007 年 8 月に発行された。 












（ISO 14855-2）になった。ISO14855-2 は、ISO 14855-1 と並存可能であるが、





・ 嫌気試験法 ISO 14853（低濃度水系）、ISO 15985（高固形体濃度）が、それぞ
れ廃棄物の処理場所にかかわる試験方法である。 
・ 既に ISO14853 や ISO15985 といった規格があるのになぜ新しく作る必要がある
のか、といった反対意見もあった。しかし ISO14853 や ISO15985 は PLA 等が
開発される前の 1999 年時点での古い試験法であり、試験法の中に PLA が包
含されていない。しかし 2008 年 9 月のオーランド会議から提案している嫌気法
の試験法では PLA もきちんと分解するという結果が出てきているということで、
反対意見は無くなった。 
・ 2008 年 9 月提案の嫌気分解試験方法は、バイオリサイクリングに関連し、発生
するメタンを再生可能原料・エネルギーとして回収・再利用を志向するもので、
新しいコンセプトに基づくものである。ISO14853 と ISO15985 はメタンの再生可
能資源・エネルギーとしての再利用を想定しておらず、今回提案の試験方法
はその点で重要である。 






・ 生分解性プラスチックに関する JIS 原案の作成は、JBPA の技術委員会の専任
事項である。事前に技術委員会の了承を得て、MODA 法については 2007 年
に日本規格協会に公募し、2008 年の 8 月から一年計画で JIS 原案を作ってお
り JISK6953-2 として発行される予定である。 
・ JIS を作成するのは ISO だけでは不十分だと考えるからである。大学や大企業
では ISO で十分かもしれないが、JIS を必要とする中小企業は沢山あり、日本の
実情に合った JIS は絶対に必要である（実際に 2008 年 12 月３日から５日に開
催された静岡での嫌気のワークショップ「Biodegradation of Plastic Materials 
under Anaerobic Thermophilic Digestion in  Slurry Phase Systems- 
Measurement of Evolved Biogas  6th International Workshop: Anaerobic 
Biodegradation Test of Plastics for ISO Standardization」において、地元の企















(2) 標 準 化 活 動 の
体制と各主体の役
割 
・ 活動の主体は、BPS と JBPA の技術委員会であった。技術委員会は、会員メン
バー企業の技術者・.研究者よりなり、毎月定例技術委員会を開催している。




・ TC61 の窓口である日本プラスチック工業連盟（JPIF）より ISO 関連情報が、そ
の都度 JBPA にもたらされる。投票・ドラフトへのコメント等は、JPIF を通じて ISO
中央事務局や TC61 幹事国に提出され、投票結果等は ISO 中央事務局や
TC61 幹事国（米国）より JPIF を経て受け取る。TC61/SC5 の国内審議会が、
年に 3 回ほど JPIF で開催される。 
・ ISO/TC61 年次大会への参加は、JPIF が取り纏めている。年 1 回の TC61 年







・ また JBA 主導の下でワークショップを行っている。海外の研究所に装置を貸し
出して、無料で実験をしてもらい、１年間の実験の成果をワークショップで発表
してもらう。2003 年に１回目のワークショップは筑波で行い、その後は京都、奈














・ 日本から、技術者数人を 1 人をデリゲート、他はオブザーバーとして参加して頂
いている、デリゲート、オブザーバーの発言が重要になる（オブザーバーは、決
議投票への参加はできない） 








コーディネートされている。好気性については提案した翌年の 2004 年から 2006





・ 国際会議の場には人数が多いほど好ましく、2008 年 9 月のオーランドでの









AIST の支援は大きく、国際ラウンドロビンテストのキックオフに始まり 6 回に及ぶ
国際ラウンドロビンテストの成功につながっている。 
(4) 国 際 標 準 と知
的財産に対する考
え方 
・  1997 年 10 月に「微生物による有機物の分解性を評価する方法及び装置」とい
う名目で最初の出願している(2007 年 8 月に 3998777 号として特許登録)。（国
内の）特許料については八幡物産（株）が面倒見てくれることになった。 
























(5) 収 益 化 の 仕 組
み 
・  富士市で発展しているパルプ産業において、生分解性を考えていく必要がある





































クがあり、２つの識別表示制度を JBPA が運営している。米国では BPI が、欧州
では AIB-Vinçotte（ベルギー）や DIN CERTCO（ドイツ）が同様の識別表記制
度を採用している。 
(6) 国 際 標 準 を 獲
得するための戦略
的な課題 
・   嫌気的生分解試験法についても ISO14855-2 の国際的ラウンドロビンテスト経
験を活かし、同様な手順で確実に国際標準のステップを登り、ISO 発行に努め












































































・ 現在、可視光応答型光触媒も JIS 化・ISO 化を進めている。最近の光触媒の研
究開発は可視光型が注目を集めているので、JIS 化を急がないと技術比較が
遅れてしまう。 
・ 光触媒で ISO 規格化されたのは、紫外光における光触媒の NOx 除去性能評
価試験方法 ISO22197-1（ファインセラミック(先進セラミック及び先進技術セラミ
ック)－半導体光触媒物質の空気浄化性能の試験方法－第 1 部：酸化窒素の













・ NOx に関しては、日本では試験ガス濃度 1ppm という数値があり、性能に関して
も議論されている。 
・ ISO は独自の作業部会（WG：Working Group）が存在し、投票により方針付け
られており、JIS がそのまま採用されるわけではない。しかし、NOx や抗菌に関し
ては JIS がベースになっている。 
・ NOx の除去性能評価は一番目だったため、まず ISO のどこで扱うかが問題に
なった。NOx の除去性能評価は（独）産業技術総合研究所（AIST）で技術報
告書（TR：Technical Report）があったから標準化が早かったが、普通は試験




事が ISO 化にとって重要である。 
(2) 標 準 化 活 動 の
体制と各主体の役
割 









・ 業界団体では JFCA が標準原案作成を行い、ファインセラミックス国際標準化
推進協議会（JFIS）が国際標準化を推進し、PIAJ が委員会参加や試験協力、
ISO/TC206 の総会出席等をする。標準化には旅費等お金がかかるので JFIS







































(3) 公 的 機 関 か ら
の支援 
・ 標準獲得のための支援等は主に 3 団体からあった。2003 年から 2007 年まで
の 4 年間は国の委託事業になったため経済産業省から委託金をいただいた
（2003 年 9 月から 2007 年 3 月：「基準認証開発事業」の「光触媒試験方法の
標準化」テーマ、委託先は（社）日本ファインセラミックス協会）。紫外光型は経
済産業省、可視光型は研究が多いため（独）新エネルギー・産業技術総合開
発機構（2003 年から 2005 年：「光触媒利用高機能住宅用部材プロジェクト」）
が担当した。（財）日本規格協会からは海外との打合せ等の資金提供があっ




・ KAST の他に北海道や愛知県等 10 以上の公設試等で光触媒の性能評価試
験を実施できる試験機関がある。 














































































































る技 術 や考 え方 、
提案から獲得に至
った経緯 
・   ナノテクノロジーは今まで研究機関、研究室で取り扱われていた。近年、市場に
出てくる様になり、健全な産業発展に資する国際的枠組みによる「標準」が必要


















・   WG2 は研究開発の評価手法、計測に関する標準化であり、研究開発の本質的
な部分の標準化を行っているというわけではない。 
・   製品規格は時期尚早であるが、中国においてカーボンナノチューブ（CNT）の製
品規格の標準化について提案が行われ、TC229 で WG4 が設けられた。日本も
何らかの対応しなければならない状況にきており、参加が求められている。標準
サンプルはまだはっきりしていないが WG4 で議論される事になるだろう。 
・   単層 CNT はまだ研究段階にあり、量産する企業がまだ存在しないため、どちら
かといえば大学及び研究機関が中心である。 
・   多層 CNT の場合は既に量産し、事業化している企業が存在しているので、企業
が日常的にルーチンで使っている方法を標準化する。 
(2) 標 準 化 活 動 の
体制と各主体の役
割 
・   ISO/TC229 の WG2 の単層 CNT においては、（独）産業技術総合研究所
（AIST）が中心となって標準化活動・提案を行っている。 
・   国際電気標準会議（IEC）と ISO において両方の委員のオーバーラップもあり、
互いに協力体制にある。ISO/TC229 の審議委員会の委員長と事務局長は、
IEC/TC113（電気・電子分野の製品及びシステムのナノテクノロジー）の本委員




戴き、密に協力している。IEC の TC113 に関しては（社）電子情報技術産業協会
（JEITA）の方で取りまとめられている。 




委託費で TC229 事務局の運営を行っている。 
・   単層 CNT については企業においては製造法について研究開発途上であり、ビ
ジネス化されていないので、繋ぎとして、公的機関が行わなければならない。 
・   多層 CNT の標準化提案の検討は民間に任せられる状況にあるが、単層 CNT
は企業が研究開発途上にあるため、AIST が引き受けている。 
・   ナノテクノロジービジネス推進協議会（NBCI）が事務局になって、JIS を作成する
ためにナノカーボン標準化委員会という組織を設けており、その中に分科会組織
を作って、単層 CNT の分科会は AIST の飯嶋澄男氏、多層 CNT の分科会は信
州大学の遠藤守信氏、フラーレンは名古屋大学の篠原久典氏が分科会会長と
なって作業を行っている。 
・   単層 CNT は研究開発段階という事もあり、AIST が主体となって活動している。
多層 CNT の分科会は遠藤氏をアドバイザーとして、4 社の研究者が中心となって
活動している。 
・   AIST においても研究開発のコアに関する部分と、標準化を行っている計測に関
する部分を分けており、開発において差し支えない部分から標準化を行ってい
る。 
・   これまで、AIST が中心になってきたが、今後は民間にイニシアティブを受け渡し
ていくべきだと考えている。 
・   企業としては品質の計測・評価方法の標準化が対象なので、WG の活動は計測
メーカーが中心となって対応している。研究開発者だけではなく事業部門の技術
者が出て、対応できている。 
















・   環境・安全の分野においては OECD と TC229 は綿密に連携を取っている。 
・   今はカーボンナノ素材に取り組んでいるが、TC229 のロードマップもあり、他のナ
ノ素材に推移していく中で、どの様な戦略により取組むかについて、日本の業界
団体（企業）の考え方が重要となる。 
・   研究開発の現状としては、素材開発と安全の評価に関わる研究の比率では、安
全の評価に関する研究の割合が、ここ数年増えている感じがする。 
・   公的機関からの支援にも関連するが、標準化活動は皆が片手間でやっていく中
で、企業がボランティアでやるには大変である。 
・   NBCI はナノカーボン標準化委員会の事務局として関係しているとともに、ナノテ
クノロジー標準化国内審議委員会から ISO への日本提案を行うに際して多くの
NBCI 会員が貢献している。ナノカーボン標準化委員会は JIS の原案の提案を行
うとともにそれを ISO へ提案する事を目的に設立された。これは TC229 が発足し
た当初、日本が提案していく際に JIS で既に検討が行われている事が、TC229 で
提案する上で有利に働くと考えたからである。 
・   ナノカーボン標準委員会では主に計量・計測に関して提案を作り、国内審議委
員会にて審議し ISO へ提案していく。 
(3) 公 的 機 関 か ら
の支援 




・ AIST は専門性の提供という形で支援を行っている。AIST の研究者は専門性と
中立性を保つところがポイントである。 
・ ISO 文書は技術論文ではなく、ISO テンプレートに従った標準化文書の書き方が












(4) 国 際 標 準 と知
的財産に対する考
え方 
・   標準化活動に関して WG2 に関する限り知財は関係なく、これまでの提案では、
企業の特許を明らかにしなければならなかったケースは無かった。しかし WG4 に
なった時に知財は大きく関わってくる。 








・   WG2 で標準化を行い、しっかり純度評価ができる様になれば、自ずと製品規格
の標準化を行わなくても、「良いものは良い、悪いものは悪い」と自然と淘汰され
ていくだろう。 
・   CNT は研究開発段階にあるものであり、早すぎる標準化というのは研究開発にと
って縛りになりかねないのだが、諸外国（韓国・中国）が提案してくる中で、日本
が主導権を握っていく為に、標準化活動を進める。 
・   企業によっては将来のビジネスを考えて、周辺も含めた技術を特許で抑えていこ
うという企業もあれば、製造法に関してはブラックボックス化するため、全く特許を
出願しないといった企業もあり、各社様々な特許戦略がある。 
・   広くみんなに知ってもらうというところが重要であり、特許で縛るというのは一般論
的に少ないのではないか。 
・   標準化に対する企業トップの認識が薄いところがある。標準化活動を行っていく
為の絶対的人数が足りていない。一般の企業では標準化活動は 20 年、30 年前
の特許と同じ様なポジションなのではないかと感じる。しかし 20 年も経てば、大き
な企業において標準部門等ができ、対応の人材が困る事態はなくなるだろう。 
(5) 収 益 化 の 仕 組
み 
・   多層 CNT は伸び盛りの産業だと思われる。収益性はきちんと取れている。世界
で見れば、大手企業は、欧州に 3 社、米国に 1 社ある。どの企業も増産を目的と
した、設備増強という事が新聞に出ており、事業として堅調と思われる。 
・   具体的な利用用途では、導電性が高い事を利用したものが多い。メインは IT 産
業となってくるが、半導体を運ぶためのトレーなど静電気を嫌うところによく使われ
ている。製品そのものへの適用というより、静電気を嫌う製品の生産工程材料とし
て使われる事が多い。日本においては多層 CNT で十分な収益は上げられる。 
・   計量測定部会では、分析・測定する企業は、得意な技術があるので、利害関係
があるのかも知れない。今はオールマイティーな計測法はなく、物性に応じて、各
種の計測法が検討の対象となっている。 
・   材料規格部会では、根拠のない定量的な基準を有した規格が提案されたが、
日本は、市場の必要に応じて規格を作るべきと主張し、日本、米国、ドイツはそ
の点に関しては意見を統一している。 
・   安全性とは違ったフェーズの材料分科会が最も企業戦略に影響を与える。 
(6) 国 際 標 準 を 獲
得するための戦略
的な課題 











・   産業が育っていない段階においては、AIST がイニシアティブを取って、標準化
活動を進めていくが、産業化するにしたがって次第に民間へ橋渡しをしていく。 
・   ナノテクノロジーは産業の実態ができてないので、民間がまだでてきておらず、米
国も中心メンバーが米国標準技術研究所（NIST）等の公的研究機関の研究員
であり、民間の人間は出てきてもすぐ変わってしまう事が多い。 
・   標準化活動での労力は結構大変なものであり、第一線で研究をしている人間が
そういった活動に時間を取られる事は避けたい。しかし先端材料に関する標準化
は第一線の研究者が出て行かなければ話にならない。 
・   多層 CNT に関しては国際標準化に取組む企業は限られてくるので、企業数が
少ないから話しやすい。しかし、研究者など専門家が限られるので、誰が汗をかく
か（担当するか）、どこの企業が負担するのかといったリソースが大変である。 
・   多くの場合企業は、最初ウォッチしているだけであり、コントリビューションをどれ
だけやってくれるかといった部分は、企業が製品に対してどれだけコミットしている
かという姿勢に依存してくる。 
・   企業のトップ、経団連等々に標準の重要性の啓蒙活動を行っていく必要がある
だろう。20 年前の特許と一緒であるといったように啓蒙していければよい。 








・   ISO に慣れた人材が大切であり、ロビー外交や交渉ができる人材が必要である。
中国はそういった事を戦略的に考え、人材育成に注力している。 
・   今後、測定方法における測定項目毎の国際規格（細かい詳細な記述）をどうし
ていくか決めなくてはならない。 
・   国際貢献という問題だけでなく、ナノ材料の安全性が叩かれる事により、勢いが
減衰する可能性があるので、標準活動を誰かに任せるわけにはいかない。 
・   中国の提案により新しくできた WG4 の材料規格分科会では中国が積極的に提
案してきており、安全性とは違ったフェーズのものが出てきている。根拠のない規
格に対しては反対していくスタンスである。 









からだが、ISO 志向だけで良いのだろうか。米国に行くと ISO よりも ASTM のほう
が主流と考える考え方があり、ISO よりも動きが早い。 
・   電機分野においては ISO の TC229 と IEC の TC113 が WG１及び WG2 におい
てジョイントしている。また米国の IEC に対応した活動は IEEE である。IEEE に対
しても、日本は国として関与していないが、国際標準化活動について国として
ASTM や IEEE の動きにどの様に関与していくべきか考えておく必要性がある。 
・   ISO の場は欧州中心である。米国は ASTM 等の国内規格があるので、そちらに
重心があり、いざとなったらそっちでやるという事で、ISO を真剣に取り組んでいる
か疑問を感じる。米国と協力するというだけの戦略が通用しない。 
・   米国も民間はまだ育っていない。標準化活動に参加している企業のメンバーも
すぐに交代する事が多い。 







































語として SEMATECH（SEmiconductor MAnufacturing TECHnology、半 導 体
製 造 に関 する技 術 の研 究 開 発 のための産 官 コンソーシアム）を中 心 にモ
デ ル を標 準 化 し よう という 流 れ が 1996 年 に 起 き 、 CMC （Compact Model 
Council）が立ち上がった。 
・ 半導体トランジスタモデルにおいては、CMC 以外に標準機関は存在しない。
米 国 政 府 系 標 準 化 機 関 GEIA （ Government Electronics & Information 
Technology）傘下の機関であり、2009 年 4 月時点、世界的な半導体メーカー













は、オフィサーの 4 人とも米国企業の方であった（IBM、TI（Texas Instruments 










・ ユーザー企業は、CMC 会議に対して参加登録を行い、連続 2 回以上参加し
た後に投票権を得る事ができる。CMC は米国主導の色合いが強く、従来は
UCB の開発したトランジスタモデルが強かった。 







② フェーズ 1 評価において、各大学の候補モデルに CMC メンバー企業がスポン
サー(共同評価者)に付く。 
③ フェーズ 2 評価において、実測データに対する候補モデルの精度確認を行う。
開発大学とスポンサーが CMC 会議において評価結果を発表する。この結果を
もとに投票し、二つのモデルに絞り込む。 
④ フェーズ 3 評価において、一般の CMC メンバーが評価結果を発表し、その後、





研究であり、この研究は 1998 年からスタートしている。第１期目の 3～4 年間の
成果が HiSIM１、研究改善を行い高周波（RF）・アナログで使えるようにしたの
が第二世代の HiSIM2 である。2007 年以降は半導体を作る上でのばらつき考
慮をした HiSIM３の研究が現在進行中である。 









た。その覚悟が決まったのが 2004 年であった。 
・ 2004 年 7 月、広島大学の先端物質科学研究科内に「HiSIM 世界標準化推進
室」を設置した。 
・ HiSIM モデルパラメータ抽出技術に関して、広島大学と（独）産業技術総合研
究所（AIST）の半導体 MIRAI プロジェクトとの共同研究は 2004 年度から 2005
年度の 2 年間にわたり行われた。 










（Philips と Pennsylvania 州立大学が共同開発したモデル）と競っていた。三浦
氏やマタウシュ氏（広島大学ナノデバイス・システム研究センター 教授）が世界
行脚を行い、性能の優位性等の説得にあたった。 
・ 2005 年夏には、米国でのユーザー・サービスを本格化している。HiSIM センタ
ーは西海岸サンノゼにオフィスをおき、そこでユーザー企業に対して、クイックレ
スポンスのサービスを行った。 
・ 2005 年 12 月、CMC 会議における投票で HiSIM は PSP に惜敗した（14 票：17
票）。提案内容のモデル自体の技術モデルについては PSP よりも HiSIM２の方
が優れていたが、PSP 側は投票できる企業を数多く持っており、国内企業を巻
き込んでいく国力の差といった面で劣勢であったといえる（2005 年時点では、




・ CMC の標準は、普通 10 年の期間がないと標準モデルが切り替えられないとは




り、フィリップスの半導体部門が NXP として分社化された。現在は PSP につい
て、ASU と NXP との共同研究が行われている。 













HiSIM-LDMOS と MM20 に絞られ、2007 年 12 月の最終投票の結果、42 票:2
票で HiSIM-LDMOS が標準モデルに選ばれた。 
・ 2007 年に国内メンバーは 6 社から 19 社に増加し、LDMOS の最終投票におい




・ 2008 年 3 月、CMC 会議にて、「HiSIM2」を世界標準として再評価するかどうか
の技術評価が再開された。 
・ 2008 年 9 月、CMC から要望があり、自分たちの将来を託す開発拠点にふさわ
しいか判断してもらうために、「HiSIM フォーラム」を広島大学で開催した。 
(2) 標 準 化 活 動 の
体制と各主体の役
割 
























・ STARC は回路シミュレータを作る EDA ベンダー（米国）に対して、HiSIM モデ
ルの組み込みを早期に進めるように働きかけている。これによりツール・ユーザ
ーが早期に HiSIM モデルを利用できる。 
(3) 公 的 機 関 か ら
の支援 
・  HiSIM の国際標準化は、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
から研究開発の初期段階から様々な形で支援を受け進められた。（例えば、①
「システムオンチップ先端設計技術の研究開発」（2000-2002 年度、委託先：
STARC、②「最先端システム LSI 設計プロジェクト」（2003-2005 年度、助成先：
STARC、（株）先端 SoC 基盤技術開発（ASPLA））、③「MIRAI プロジェクト（第二




・  大学としては HiSIM 研究センターを立ち上げて、研究環境を整備し、准教授ポ
スト、助教ポストを付け、特任助教等を学内予算にて招聘するという事で支援
している。 







携して、2008 年 9 月まで AIST と共に、3 年間 NEDO の国際交流のプロジェク
トを実施した（事業名：国際共同研究助成事業（NEDO グラント）、研究題目：
回路設計用モデル開発基盤の構築とこれを用いたマルチゲート MOSFET モ
デルの開発（2005 年～2008 年））。このプロジェクトの成果を活かして、CMC で
の国際標準化活動を行おうという流れになってきている。 
(4) 国 際 標 準 と知
的財産に対する考
え方 




























・ 長い間、業界を牽引してきた BSIM（Berkeley Short-channel IGFET Model、












・ 2008 年 12 月に開催された CMC 会議で、HiSIM_HV の特許問題は STARC 提
案が受け入れられ決着した。HiSIM 研究センターの website から HiSIM_HV の
ソースコード、ユーザーマニュアルは public domain にリリースされた。 






(5) 収 益 化 の 仕 組
み 






























































































術政策研究所内に設置した。また、総合科学技術会議からは薬師寺議員（2009 年 1 月まで）及
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